
うずの丘 大鳴門橋記念館

（南あわじ市）

竹田城跡（朝来市）

姫路城（姫路市）

城崎温泉（豊岡市）

阪神甲子園球場（西宮市）

尼崎髭の渡しコスモス園

（尼崎市）

令和７年度（第６７期）

2026 Disclosure

兵庫県医療信用組合
医師・歯科医師・薬剤師専門の金融機関

メリケンパーク（神戸市）

明石海峡大橋



ごあいさつ　……………………………………………１

経営理念・経営方針　…………………………………２

医師信用組合の連携　…………………………………２

総代会　…………………………………………………３

地区別総代一覧　………………………………………４

組織・役員　……………………………………………５

組合員　…………………………………………………６

営業地域・店舗・職員　………………………………６

令和７年度の経営環境・事業概況　…………………７

主要な経営指標の推移　………………………………７

法令等遵守体制について　……………………………８

リスク管理体制について　……………………………８

報酬体系について　……………………………………９

中小企業の経営の改善及び

　地域の活性化のための取組状況　…………………１０

経営者保証に関するガイドラインへの対応　………１０

お客さま本位の業務運営に関する基本方針　………１１

苦情処理措置及び紛争解決措置の概要　……………１１

業務内容のご紹介　……………………………………１２

貸借対照表　……………………………………………１４

損益計算書　……………………………………………１７

剰余金処分計算書　……………………………………１８

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性　…………１８

会計監査人の監査　……………………………………１８

経営指標　………………………………………………１９

貸出金等の分類　………………………………………２３

自己資本の充実の状況等について　…………………２４

兵庫県医療信用組合のあゆみ　………………………３６

索　引　…………………………………………………３７

目　 次



だく資料として、ご高覧賜われればと存じます。

本方針としております。

るものと見込まれております。

より、期末残高で5,847百万円増加し、44,755百万円（前期比＋15.03％）となりました。

においてはリスク管理を徹底しつつ、安定的な収益確保に努めて参ります。

（4.00％）を大きく上回っております。

のご期待、ご信頼にお応えできますよう役職員一同努力を重ねて参りたいと存じます。

　みなさまには、今後とも一層ご支援を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。

　令和8年7月

理事長 八田　昌樹

ついては、中東情勢の展開が我が国の経済・物価に及ぼす影響を注視したうえで、2％の「物価安

定の目標」が実現する確度やリスクを点検しながら検討していく方針であるとしております。

なお、経営の健全性の指標となる自己資本比率は11.45％（前期比▴0.58ﾎﾟｲﾝﾄ）と国内基準

第68期も経営の健全性と安定性を維持しつつ、「相互扶助」の理念に基づき組合員のみなさま

市区医師会との連携強化」、「情報ルートの拡充」、「組合員の裾野取引拡大」等の取り組みに

収益面では、金利のある世界となり、預金につきましても他の金融機関との競争が激化してお

りますが、貸出金の増強と共に徹底した経費の削減・業務の見直しを行った結果、経常利益

173百万円（前期比 ＋84百万円）、当期純利益134百万円（前期比 ＋69百万円）となりました。

の、政府による各種施策や緩和的な金融環境により伸び率を縮小しつつも、緩やかな成長を続け

引き続き持続的成長を目指して預金積金と貸出金の両輪の増強に注力するとともに、資金運用

このような状況のもと当組合の業績は、預金積金は期末残高で2,555百万円増加し84,396百万円

（前期比 ＋3.12％）となりました。また、力を入れてまいりました貸出金は「三師会ならびに郡

組合員のみなさまには、平素より格別のご愛顧を賜りまして厚く御礼申し上げます。

このたび、当組合の令和7年度（第67期）の決算状況をまとめましたので、ご理解を深めていた

当組合は昭和35年3月、兵庫県医師会、兵庫県歯科医師会、兵庫県薬剤師会を母体として設立

された業域信用組合でございます。協同組織金融機関として、相互扶助の理念を念頭におき、医

療関係に従事する組合員のみなさまの経済的地位の向上と医療業界の発展を図ることを事業の基

低い水準であることを踏まえ、経済・物価・金融情勢に応じて引き続き政策金利を引上げ、金融

令和7年度、我が国の経済は、賃上げ率が2年連続で5％を上回るなど「デフレ・コストカット型

経済」から、その先にある新たな「成長型経済」に移行する段階に至りました。今年度について

は、原油価格上昇に伴う交易条件の悪化などが、企業収益や家計の実質所得に対する下押し要因

となり、金融・為替市場にも影響を及ぼすことから、成長ペースは減速する事が考えられるもの

当組合の経営に大きな影響を与える金融資本市場では、 日銀は、現在の実質金利がきわめて

緩和の度合いを調整していく旨の考えを示しています。また、その調整のタイミングやペースに

ごあいさつ
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向上と医療業界の発展を図ることを目的とする。

１．業域の信用組合として信頼され、組合員のみなさまとともに歩む専門金融機関を目指す。

２．安定的に収益を確保し、経営基盤の強化と自己資本の充実を図る。

３．信用組合の社会的責任を強く認識し、法令等を遵守する。

４．経営に関わる様々なリスクを把握し、体制の整備に努める。

５．金融環境の変化に対応し、職員にとって働きがいのある職場を創造する。

を協議しております。

全国医師信用組合一覧（令和8年3月31日現在） ※設立順記載 （単位：百万円・人）

組 合 名 組 合 名

神奈川県 136,496 73,625 41 和歌山県 昭39. 4 .10 30,522 7,809 10

大 阪 府 87,474 58,173 31 石 川 県 40,522 8,401 10

福 岡 県 73,462 20,796 15 富 山 県 35,625 8,566 7

鹿児島県 35,084 8,239 11 岐 阜 県 43,025 4,700 9

熊 本 県 21,790 5,159 6 福 井 県 20,458 3,165 6

兵 庫 県 84,396 44,755 42 静 岡 県 64,166 23,403 13

佐 賀 県 34,783 6,145 12 岩 手 県 34,785 13,004 9

愛 知 県 88,167 35,693 23 群 馬 県 19,934 4,603 6

埼 玉 県 64,290 17,529 13 山 形 県 13,600 5,157 4

長 崎 県 48,759 5,669 7

当組合は、兵庫県医師会、兵庫県歯科医師会、兵庫県薬剤師会を設立母体とする協同組織金

27.12.22 39. 7 . 9

また、定例の総会時および中間時点において常勤役職員による事務会議も開催致しております。

全国の143信用組合（令和8年3月31日現在）のうち、業域信用組合は27組合です。

特性を活かし、きめ細かなサービスの提供を通じ、医療関係に従事する組合員の経済的地位の

融機関として相互扶助の理念を念頭におき、堅実経営に努めるとともに業域信用組合としての

絡協議会」を組織し、毎年１回「総会」を開催して、各組合相互間の連絡およびその他重要な問題

様々な業種のものがありますが、その中で医師信用組合は全国に19組合あり、「全国医師信用組合連

業域信用組合とは、各都道府県ごとに事務所を有する同業者を組合員として組織されたものです。

29. 8 .23 40. 7 . 1

昭25. 2 .27

設立年月日 設立年月日

34. 6 .30 41. 1 .31

34.12.20 42. 3 .28

35. 3 .19 43. 7 .22

38.11. 8

35. 4 .26 46. 4 .24

38. 4 . 6 46.11.30

38. 6 . 6 48. 5 .10

経営理念・経営方針

□経営理念

□経営方針

医師信用組合の連携
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中小企業等協同組合法および定款の定めるところにより「総代会」を設置しています。

れます。

合の経営に反映させる重要な役割を担っています。

(1) 総代の選出方法

　代定数を定め各選挙区ごとに公平に選挙を行い選出されます。

(2) 総代の任期、定数

　定数は、地区の組合員数と総組合員数の按分比により算出しています。

(3) 令和8年3月に総代選挙を実施し、110名の総代が選出されました。

承認可決されました。

(1) 決議事項

　第１号議案　第67期（令和7年度）事業報告、計算書類等及び剰余金処分案承認の件

　第２号議案　第68期（令和8年度）事業計画及び収支予算案承認の件

　第３号議案　理事の任期満了に伴う選任の件

　第４号議案　所在不明組合員除名の件

　第５号議案　組合員除名処分の件

　第６号議案　退任役員に対する退職慰労金贈呈の件

信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に、金融活動を通じて組合員の経済的地位の

組合の意思を決定する機関である「総会」が設けられており、組合員は出資口数に関係なく、一

向上を図ることを目的とした協同組合組織の金融機関です。信用組合には、組合員の総意により

しかし、当組合では、組合員が5,400名（令和8年3月末）と多く、総会の開催が困難なため、

した審議を確保しています。また、総代会は当組合の最高意思決定機関であり、剰余金処分、事

の中から適正な手続により選挙された総代により運営され、組合員の総意を適正に反映し、充実

総代会は、総会と同様に組合員一人ひとりの意思が信用組合の経営に反映されるよう、組合員

人一票の議決権および選挙権を持ち、総会を通じて信用組合の経営等に参加することができます。

総代は、組合員の代表として、総代会を通じて組合員の信用組合に対する意見や要望を信用組

総代は「定款」および「総代選挙規約」の定めるところにより、兵庫県内の13の選挙区に総

総代の任期は3年であり、また総代の定数は100人以上110人以内となっています。地区別の

令和8年6月18日開催の第67期通常総代会において、次の事項が付議され、それぞれ原案通り

業計画の承認、定款変更、理事・監事の選任など、当組合の重要事項に関する審議、決議が行わ

総 代 会

１．総代会の仕組み

２．総代の選出方法、任期、定数
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（令和8年6月18日現在）

（尼崎市） 高原　周治◆ 橋本　　創◆ 村瀬　徹哉◆ 鈴木　克司◆ 東　　文造◆
朝田　真司◆ 八田　昌樹◆ 新藤　高士◆ 杉原加寿子③ 中川　　勝②
伊藤　祐一① 木村　琢也① 岡﨑　仁志① 鈴木　　温① 山本　　学①
山本　房子①

 北摂 （川西市） 織田　行雄① （宝塚市） 合田　　潔② 明渡　　寛①
 総代定数  5名 （伊丹市） 小澤　孝好◆ 大森　英夫③
 総代数  5名

（西宮市） 濱岡　佳明◆ 柴田　始宏◆ 井上　晃一◆ 藤堂　勝巳◆ 池田　　清◆
西本　洋二◆ 児嶋　茂男◆ 伊賀　俊行◆ 大江与喜子◆ 勝部　芳樹◆
三浦　一樹③ 北垣　幸央② 福井　威志② 奥窪　明子① 米倉　康博①

（芦屋市） 高　　義雄③ 河盛　重造②

（東灘区） 長坂　　肇◆ 深山　鉄平③ 堀本　仁士② 久野　　文① 児島　隆介①
（灘　区） 本庄　　昭◆ 大林　良和◆ 片山　　啓◆ 岡田　司郎②
（中央区） 岡田　　実◆ 米田　　豊◆ 山中　義夫③ 小柴　孝友① 古形　芳則①

中院　達也①

（兵庫区） 水谷　　肇② 斉藤　清治②
（北　区） 入江正一郎③ 近藤　誠宏①
（長田区） 大西　則男◆ 岡田　泰長③ 中村　陽子①
（須磨区） 村上　　眞◆ 村上　啓治③ 小野　一広② 前川　　透①
（垂水区） 藤井　芳夫① 花田　　進① 久保　清景①
（西　区） 常深隼太郎◆ 荒木　　公③ 増井　裕嗣③

 東播 （明石市） 伊賀　文計◆ 橋本　彰則② 鈴木光太郎②
 総代定数  6名 （高砂市） 山名　克典◆ （加古川市） 枝川　潤一② 中田　邦也①
 総代数  6名

 北播 （三木市） 神澤　正三◆ 小島　俊己①
 総代定数  2名
 総代数  2名

 西播 （たつの市） 井上　喜通③ 佐野　一成①
 総代定数  4名 （相生市） 西川　梅雄③ （赤穂郡） 大岩　敏彦③
 総代数  4名

 姫路 （姫路市） 井野　隆弘◆ 泉　　　昭◆ 石川　　誠◆ 倉橋　正孝◆ 空地　顕一◆
 総代定数 13名 山本　一郎◆ 北村　嘉章③ 岡田　　究③ 藤戸　和孝③ 松本眞一郎③
 総代数 13名 石橋　悦次① 三和　秀輔① 國部　伸也①

 淡路 （淡路市） 粟田　哲司◆
 総代定数  1名
 総代数  1名

 丹波・但馬 （三田市） 坂東　義清◆
 総代定数  1名
 総代数  1名

（全県区） 楠本　浩正◆ 清瀬　隆司◆ 中道　雄司◆ 中川　豪晴◆ 上住　和也①
 総代定数 10名 西尾　嘉高① 井上　俊治① 稲田　信吾① 佐藤　文紀① 佐藤　淳一①
 総代数 10名

（全県区） 東　　和夫◆ 瀧川　秀樹① 笠井　秀一①
 総代定数  3名
 総代数  3名

（注１）総代の任期は、３年（令和8年4月25日～令和11年4月24日）です。
（注２）氏名の後に就任回数を記載しております。
（注３）就任回数が３回を超えている場合は◆で示しております。

地区名 総　 　　代 　　　氏 　　　名 （敬称略）

 神戸西
 総代定数
 総代数

17名
17名

 南摂
 総代定数
 総代数

17名
17名

 尼崎
 総代定数
 総代数

16名
16名

 神戸東
 総代定数
 総代数

15名
15名

兵庫県歯科医師会 

兵庫県薬剤師会 
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（総代  110名）

（理事 　15名）

（令和8年6月18日現在）

尚、当組合はRSM清和監査法人と業務委託契約を締結しております。

副　理　事　長 藤　井　芳　夫 垂水区

〃 森　本　　　剛 中央区

専  務  理  事 小笠原　貴　生 東灘区

〃

井　上　喜　通〃

〃

理　　　　　事

高　　　義　雄

吉　村　史　郎

リ スク管理委員会

総　 　代　 　会

理　　 事 　　会

理 事 長

理 事

監 事 会

（監事　3名）

経営会議

専 務 理 事

副 理 事 長

理　　事　　長

Ａ Ｌ Ｍ 委 員 会

本店営業部

監 査 部

コンプライアンス委員会

企 画 管 理 部 資 金 証 券 部

営 業 店

八　田　昌　樹 尼崎市

西 宮 支 店尼 崎 支 店 姫 路 支 店

役　 　職 氏　 　名 地　 　区

大　迫　健　一

髙　見　佳　生

垂水区

西宮市

〃 伊　賀　文　計

藤　戸　和　孝

米　田　　　豊 中央区

北区

西宮市

姫路市

水　谷　　　肇

仲　里　泰　成

楠　本　浩　正

大　江　与喜子

たつの市

伊丹市

長田区

明石市

川西市

芦屋市

兵庫区

三田市

岡　田　泰　長

三　宅　圭　一〃

〃

〃

〃

〃

〃

監　　　　　事

〃

〃
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令和7年度末

4,558

842

5,400

726,466

区　分

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

〒 店舗内ＡＴＭ

―

１台

―

―

―

（令和8年6月30日現在）

区　　分 令和6年度末

個　　人 4,516

法　　人 822

　計   （人） 5,338

普通出資金(千円) 780,085

地　　  　区 地　　　　　区　　　　　名

尼　崎　地　区 　尼崎市

北　摂　地　区 　川西市　宝塚市　川辺郡　伊丹市

南　摂　地　区 　西宮市　芦屋市

神 戸 東 地 区 　東灘区　灘区　中央区

神 戸 西 地 区 　兵庫区　北区　長田区　須磨区　垂水区　西区

東　播　地　区 　明石市　高砂市　加古川市　加古郡

北　播　地　区 　西脇市　三木市　小野市　多可郡　加東市　加西市

西　播　地　区 　たつの市　相生市　赤穂市　赤穂郡　揖保郡　神崎郡　宍粟市　佐用郡

姫　路　地　区 　姫路市

淡　路　地　区 　洲本市　淡路市　南あわじ市
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　  丹 　 波

  地　区 　豊岡市　美方郡　養父市　朝来市　丹波篠山市　三田市　丹波市    但　  馬

店　名 住　　　　　　　　所 Ｔ　Ｅ　Ｌ Ｆ　Ａ　Ｘ

本　　店 神戸市中央区磯上通3－2－17 (078)241-6050 (078)241-6051

神戸市中央区磯上通3－2－17 (078)241-5201 (078)241-5210

尼崎支店 尼崎市南塚口町4－4－8　ハーティ21内 (06)6426-6288 (06)6428-2777

姫路支店 (079)257-0177 (079)257-0178

西宮支店 西宮市池田町13－2　西宮医療会館内 (0798)36-1010 (0798)33-1484

区　 分 令和6年3月末 令和7年3月末 令和8年3月末

常  勤  役  職  員  数 40人 39人 42人

（うち職  員  数） （38人） （38人） （41人）

（うち男子職員数） （18人） （18人） （22人）

（うち女子職員数） （20人） （20人） （19人）
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年度

組 合 員

組合員数、出資金の推移

営業地域・店舗・職員

営業地域

店 舗

職 員

651-
0086
651-
0086
661-
0012
670-
0061
662-
0911

姫路市西今宿1－3－34　姫路市医師会館南館内

　  丹 　 波
    但　  馬



おります。

　預金・積金の期末残高は2,555百万円増加し84,396百万円（前期比 +3.12％）となりました。

となりました。

期末残高で5,179百万円減少し、33,152百万円（前期比 🔼13.51％）となりました。

（前期比 +84百万円）、当期純利益134百万円（前期比 +69百万円）となりました。

リスク管理を徹底しつつ、安定的な収益確保に努めて参ります。

安心してお取引いただける組合を目指してまいります。

(単位：百万円)

687 722 784 838 1,150

120 168 180 89 173

86 111 120 65 134

82,118 81,366 82,975 81,841 84,396

24,352 28,332 33,151 38,907 44,755

47,017 45,570 44,737 38,331 33,152

94,655 89,680 92,291 89,926 91,916

7,076 6,050 5,640 4,444 3,769

12.68 ％ 12.49 ％ 11.99 ％ 12.03 ％ 11.45 ％

823,346 千円 805,186 千円 778,857 千円 780,085 千円 726,466 千円

823,346 口 805,186 口 806,513 口 780,085 口 726,466 口

8,380 千円 8,176 千円 7,931 千円 7,692 千円 7,467 千円

45 人 39 人 38 人 38 人 41 人

(注) 残高計数は期末日現在のものです。

　 　金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。（以下の各表における金額についても同様であります）

収益面では、貸出金の増強や徹底した経費の削減・業務の見直しを行った結果、経常利益173百万円

金利のある世界となり、預金につきましても他の金融機関との競争が激化しておりますが、持続的

預 金 積 金 残 高

貸 出 金 残 高

ことならまずご相談いただける医療系専門の「かかりつけＢＡＮＫ」を目指し、組合員のみなさまが

経営母体である三師会（兵庫県医師会、兵庫県歯科医師会、兵庫県薬剤師会）との連携のもとお金の

成長を目指して引き続き預金積金と貸出金の両輪の増強に注力するとともに、資金運用においては

令和4年度 令和5年度

経 常 収 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

令和6年度 令和7年度

有 価 証 券 残 高

区　  分 令和3年度

職 員 数

総 資 産 額

純 資 産 額

自己資本比率(単体)

出 資 総 額

出 資 総 口 数

出資に対する配当金

令和7年度、我が国の経済は、賃上げ率が2年連続で5％を上回るなど「デフレ・コストカット型

各種施策や緩和的な金融環境により伸び率を縮小しつつも、緩やかな成長を続けるものと見込まれて

金融・為替市場にも影響を及ぼすことから、成長ペースは減速する事が考えられるものの、政府による

経済」から、その先にある新たな「成長型経済」に移行する段階に至りました。今年度については、

中東情勢の展開が我が国の経済・物価に及ぼす影響を注視したうえで、2％の「物価安定の目標」が

度合いを調整していく旨の考えを示しています。また、その調整のタイミングやペースについては、

水準であることを踏まえ、経済・物価・金融情勢に応じて引き続き政策金利を引上げ、金融緩和の

当組合の経営に大きな影響を与える金融資本市場では、日銀は、現在の実質金利がきわめて低い

取引拡大」等の取り組みにより、期末残高で5,847百万円増加し、44,755百万円（前期比 +15.03％）

貸出金は「三師会ならびに郡市区医師会との連携強化」、「情報ルートの拡充」、「組合員の裾野

有価証券は市場リスク等を勘案し、安全性と収益性のバランスを考慮した運用に努めた結果、

原油価格上昇に伴う交易条件の悪化などが、企業収益や家計の実質所得に対する下押し要因となり、

実現する確度やリスクを点検しながら検討していく方針であるとしております。
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令和７年度の経営環境・事業概況

経営環境

資金調達

資金運用

損益状況

経営課題

主要な経営指標の推移



垂範して取組んでおります。

　　及び社会からの信頼・信用を確保する。

　　業務を遂行して、コンプライアンスの実践を図る。

　４．当組合は、役職員の人格、個性を尊重するとともに、安全かつ快適な環境を確保する。

　　とを認識し、「良き企業市民」として、自主的かつ積極的に社会貢献活動及び環境問題に取組む。

　６．当組合は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決する。

行ってまいります。

　　実効的に低減するための措置（リスクベース・アプローチ）を講じてまいります。

　　してまいります。

制限をさせていただくことがございます。

ようお願い申し上げます。

管理体制の強化に努めています。

当組合では、コンプライアンスを経営の根幹をなす重要な課題として位置づけ、コンプライアンス室が統括

部署となり具体的な実践計画としてのコンプライアンス・プログラムを策定、役職員に徹底し、組合全体として

コンプライアンスの実践に努めております。その進捗状況については定期的に理事会にも報告、経営陣が率先

１．当組合は、金融機関としての社会的責任と公共的使命を十分認識し、健全な業務運営を通じて、お客さま

２．当組合は、法令、諸規則、社内諸規程の遵守を通じて、社会的規範を逸脱することなく、誠実かつ公正に

３．当組合は、当組合の事業等の情報を適時かつ適切に開示して、広く社会とのコミュニケーションを図る。

５．当組合は、社会の構成員であること及び地域社会の発展や公共の利益に深く関わる業務に携わっているこ

当組合は、マネロン・テロ資金供与及び拡散金融を防止するため、マネロン・テロ資金供与対策を経営上の

重要な課題として位置付け、「犯罪収益移転防止法」ならびに「金融庁マネー・ローンダリング及びテロ資金

供与対策に関するガイドライン」等の関連法令等を遵守し、経営陣の主導的な関与の下、次の各号の取組みを

(1) 当組合は、自らが提供する商品・サービス、取引形態、取引に係る国・地域や顧客属性等に応じたマネ

ロン等リスクを特定、評価、類型化したうえで、当該リスクについて、当組合のリスク許容度の範囲内に

(2) 当組合は、マネロン・テロ資金供与対策を適切に実施するために、組合内横断的なリスク管理態勢を構築

(3) 当組合は、マネロン・テロ資金供与および拡散金融対策の実効性を確保するため、当組合の業務分野、営

業地域及びマネロン・テロ資金供与に関する動向等を評価し、これを踏まえて、方針（基本方針・ポリ

シー等のマネロン対策に関する方針）・手続（マネロン対策に関する基本規程及び関連諸規程・要領・

手順書等）・計画（マネロン対策を実現させるための実践計画・プログラム）等を整備してまいります。

当組合では、経営の健全性維持向上の観点より、リスク管理を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、各種

リスク管理規程に則ってそのリスクの把握とコントロールを適切に行い、当組合の規模・特性に応じたリスク

なお、金融当局ならびに兵庫県警察の指導により、当組合では、マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び

拡散金融のリスクが高いと判断される一部の取引およびお客様につきましては、通常よりも厳重な取引時確認の

実施やお客様情報の提供をお願いさせて頂くとともに、そのご回答の内容、状況に応じまして、当該お取引に

お客様には、一部ご不便をお掛けすることが予想されますが、何卒趣旨をご理解いただき、ご協力を賜ります
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法令等遵守体制について

当組合のコンプライアンス基本方針

リスク管理体制について

マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策に係る対応方針



当組合のリスク管理体制は下記の通りです。

　また各種リスク管理の概要については、23頁以降にも一部掲載しております。

慰労金」で構成されております。

(1) 報酬体系の概要

　① 基本報酬

　　総額の最高限度額を決定しております。

　　また、各監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しております。

　② 退職慰労金

　　めております。

　　　ａ．算出方法、ｂ．支払時期

(2) 令和7年度における役員に対する報酬 （単位：千円）

　　　明細書」における役員に対する報酬です。

注２．支払人数は理事14名、監事3名です。

(3) その他

以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。

　なお、令和7年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

　注１．対象職員等には、期中に退職した者も含めております。

　注２．「同等額」とは、令和7年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。

　　　　ております。

　　　　リスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

経 営 会 議

理 事 会

理　　事 75,000

当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬体系を開示しております。役員に対する報酬は、職

務執行の対価として支払う「基本報酬」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職

非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払

そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては、役位に応じて当組合の理事会で決定しております。

退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払って

リスク管理態勢の構築、その他重要事項の審議、議決。リスク管理にかかる各種報告の聴取。

経営に関する重要事項の審議、業務執行の統制と円滑化を図る。

リスク管理態勢にかかる内部監査の実施。

リスク管理委員会事務局、市場リスク、信用リスク、流動性リスク、風評リスク管理、法務
リスク、オペレーショナルリスク、事務リスク、システムリスク管理

当組合の資産・負債を総合管理し、各業務部門を牽制することにより、運用戦略等の策定・
実行の適切性を確保する。

統合的リスク管理の統括部署。各リスク所管部と連携し、組合全体のリスク管理に関する
事項を一元的に管理・統括し、態勢整備、充実強化にあたる。

46,986

おります。なお、当組合では、全役員に適用される退職慰労金の支払に関して、主として次の事項を規程で定

「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項で

監 査 部

企 画 管 理 部

Ａ Ｌ Ｍ 委 員 会

監　　事 10,000
合　　計 85,000

6,330
53,316

区　　分 当期中の報酬支払額 総代会で定められた報酬限度額

注１．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式第4号「附属

リスク管理委員会

自社の利益を上げることや株価を上げることに動機付けされた報酬となっていないため、職員が過度な

あって、信用協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるも

のを定める件」(平成24年3月29日付金融庁告示第23号)第3条第1項第3号及び第5号に該当する事項はありません。

当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の職員で対象役員が受ける報酬等と同等額

注３．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」及び「退職金規程」に基づき支払っ

なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系を取り入れて
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報酬体系について

１．対象役員

２．対象職員等



(1)　当組合は、中小企業金融円滑化法の期限到来後も、お客さま一人ひとりの顔が見える対話を

　 一番大切に、最も身近な頼れる相談相手として、お客さまの悩みを一緒に考え、これまで以上

　 に適切な提案を行えるよう取組みます。

(1)　お客さまからの貸付条件の変更等に関するお申込み・ご相談については、当組合の本店、各

　 営業店に「ご返済等に関するご相談受付窓口」を設けております。

(2)　当組合は、お客さまからの貸付条件の変更等に関するお申込み・ご相談に対し、迅速かつ誠

　 実な対応に努めるとともに、お客さまとのこれまでの取引関係やお客さまの理解、経験、資産

　 の状況等に応じた適切かつ丁寧な説明に努めてまいります。また、お客さまのライフサイクル

　 にあわせた各種金融サービス情報の提供に努めてまいります。

(3)　当組合は、お客さまの実態を十分に踏まえ、迅速な対応に向け、貸付条件の変更等に関する

　 情報を集約し、貸付条件の変更等の適否を審査すると共に、その内容を記録、保存いたします。

(4)　当組合は、貸付条件の変更等を行ったのち経営改善努力を行っているお客さまに対して、継

　 続的なモニタリングを通し、経営相談や経営指導および経営改善支援に努めてまいります。

(1)　当組合は、お客さまから貸付けに係るお申込みやご相談について、医療系専門の金融機関と

　 しての特性を活かし、兵庫県下の医師会・歯科医師会・薬剤師会の医師等からの指導、アドバ　

　 イスなども参考にしつつ、融資案件の組み立てや採り上げ判断等を行っております。

　　 また顧問税理士法人、顧問弁護士などの外部専門家と連携し、「創業支援」「事業計画作成

　 支援」「事業承継」等のお客さまのライフプランに応じた経営支援を行っております。

(2)　当組合は、他の金融機関から借入を行っているお客さまから、貸付条件の変更等についてお

　 申込み・ご相談があった場合には、お客さまの申入れに基づき、情報共有の同意をいただいた

　 上で守秘義務に留意しつつ、該当する他の金融機関、政府関係金融機関、信用保証協会、住宅

　 金融支援機構、事業再生ＡＤＲ解決事業者、地域経済活性化支援機構等との間で、相互に貸付

　 条件の変更等に係る情報の確認を行うなど、緊密に連携し、対応に努めてまいります。

(1)　当組合は、医療に従事される皆様への金融サービスの提供を通じて、医療施設や医療設備の

　 整備・拡充など、地域医療や介護福祉事業の発展に寄与し、地域住民が安心して暮らせる環境

　 作りに貢献してまいります。

　 ①新規開業をご検討されているお客さま

　　 　業ローン（無担保型）」もご用意しております。

　 ②事業継承をご検討されているお客さま

　　 ・後継者への事業継承をご検討されているお客さまに、「事業継承ローン」をご用意してお

　　　 ります。また、後継者がいらっしゃらないお客さまの事業継承ニーズにお応えするため、

　　　 お客さまの同意のもと、医師会等と連携し、ビジネス・マッチングも実施しております。

　 ③福祉・介護事業への進出をご検討されているお客さま

　　 ・医療に従事されているお客さまが、新たに介護・福祉事業への展開をご検討されている場

　　　 合、最大3億円までお借入が可能な「介護・福祉事業ローン」もご用意しております。

　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継時に焦点を当てた『経営者保

証に関するガイドライン』の特則」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入や保証債務

整理の相談を受けた際に真摯に対応する態勢を整備しております。経営者保証の必要性については、

お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況を把握し、同ガイドラインの記

載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めております。なお、「経営者保証に関す

るガイドライン」への取組方針は当組合ホームページ「https://www.hyoishin.co.jp/」に記載して

おります。

　令和7年度に「新規に無保証で融資した件数」は154件、「新規融資に占める経営者保証に依存し

ない融資の割合」は68.14%、「保証契約を解除した件数」及び「経営者保証に関するガイドライン

に基づく保証債務整理の成立件数」については、取扱いはありませんでした。

・新たに開業されるお客さまに対しては、無担保で5,000万円までお借入が可能な「新規開

中小企業の経営の改善及び

１．中小企業の経営支援に関する取組方針
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地域の活性化のための取組状況

２．中小企業の経営支援に関する態勢整備

３．中小企業の経営支援に関する取組状況

４．地域活性化に関する取組状況

経営者保証に関するガイドラインへの対応



　当組合は、相互扶助の理念を念頭におき、医療関係に従事する皆さまの地位の向上と繁栄を図る

ことを目的に、「お客さま本位の業務運営に関する基本方針」を策定しております。

　この方針を全役職員で共有・実践し、定期的に検証・見直しをすることによって、お客さまとの

信頼関係を更に高めてまいります。

　お客さまに対し、誠実・公正に業務を行い、お客さま一人ひとりに最適な商品やサービスを

提供できるよう努めます。

　また、こうした業務運営が組合の文化として定着するよう努めて参ります。

　お客さまとの取引にあたっては、お客さまの利益が不当に害されることがないよう、適切に

管理いたします。

　お客さまに提供する商品やサービス、手数料など重要な情報を正しく理解していただくため、

パンフレットなどを用いて分かりやすく説明いたします。

　お客さまのライフプランやニーズをよく聴き、お客さまにふさわしい金融商品やサービスを

ご提案いたします。

　ご契約内容や商品に関する苦情等は、お取引のある営業店または企画管理部に

お申し出ください。

【兵庫県医療信用組合　企画管理部】078－241－5201

　受付日：月曜日～金曜日（祝日および組合の休業日は除く）

　受付時間：9時～17時

　なお、苦情等対応手続については、当組合ホームページをご覧ください。

　ホームページアドレス　https://www.hyoishin.co.jp/

東京弁護士会　紛争解決センター（電話：03－3581－0031）

第一東京弁護士会　仲裁センター（電話：03－3595－8588）

第二東京弁護士会　仲裁センター（電話：03－3581－2249）

　上記仲裁センター等で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客さま

は、当組合企画管理部またはしんくみ相談所にお申し出ください。また、お客さまから各弁護

士会に直接お申し出いただくことも可能です。なお、前記弁護士会の仲裁センター等は、東京

都以外の各地のお客さまもご利用いただけます。

　仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたう

えで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法もあります。

　①　移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。

　②　現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地

　　と東京を結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決に当たる。

　※　移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませんのでご注意くだ

　　さい。具体的内容は仲裁センター等にご照会ください。

【一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】

　受 付 日：月曜日～金曜日（祝日および金融機関の休業日は除く）

　受付時間：9時～17時

　電　　話：03－3567－2456

１．苦情処理について
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苦情処理措置及び紛争解決措置の概要

２．紛争解決について

お客さま本位の業務運営に関する基本方針

１．お客さまの最善の利益の追求

２．利益相反の適切な管理

３．重要な情報の分かりやすい提供

４．お客さまにふさわしいサービスの提供



ご返済期間 担保・保証人など

担　保：不動産

保証人：原則１名

担　保：不要
保証人：原則１名

５年以内20百万円

担　保：不動産
保証人：原則１名

25年以内１億円事業継承ローン

けます

るあらゆる資金にお使い頂

担　保：不要
保証人：原則１名

担　保：不動産
保証人：原則１名

15年以内
（無担保型）

50百万円

25年以内
（不動産担保型）

１億円

担　保：不動産
保証人：原則１名

診療所の移転、増改築、用

地購入等にお使い頂けます

担　保：不要
保証人：不要（原則）

５年以内10百万円医療に関わる事業性資金に

お使い頂けます

運転資金、設備資金などの

25年以内３億円
介護・福祉事業
ロ ー ン ての資金にお使い頂けます

25年以内１億円医療事業ローン

毎月一定の金額を積み立て頂くご預金で、満期時
ス イ ン グ ６ヶ月～５年

１回の掛金
100円以上 にスーパー定期預金(1年)で自動継続となります

種　類 お　使　い　み　ち ご融資限度額

介護・福祉事業に関わる全

医業に関わるすべての資金

連動した預金です

お預け入れ時の利率は満期日まで変わりません

貯 蓄 預 金
10万円以上
30万円以上

自　　由

100円以上１ヶ月～３年
ス ー パ ー
定 期 預 金

お引出は２日前までにご連絡ください
1,000円以上７日以上通 知 預 金

市場金利の動向等に応じて金利が決定されます

の移動にご利用いただけます
１円以上自　　由当 座 預 金

種　類 預入期間 預入金額 特　　　　色

小切手がご利用いただけ、代金のお支払いや資金

ご自由に出し入れができ、家計簿代わりに使える

総 合 口 座
（ 普 通 ・ 定 期 ）

自　　由 １円以上

受取る・使う・貯める・借りるが１冊の通帳で
おこなえます
担保定期の90％、最高270万円までお借入が
可能です

ご預金です
１円以上自　　由普 通 預 金

決 済 用 預 金 無利息型普通預金として、預金の全額が預金保険

まとまった資金の短期運用に最適です

（無利息型普通預金） によって保護されている預金です
１円以上自　　由

納税を目的とする預金です

自由に出し入れができ、自由金利型定期預金に

お利息は無税扱いとなります
１円以上自　　由納 税 準 備 預 金

自 由 金 利 型
定 期 預 金

１ヶ月～３年 1,000万円以上
市場金利の動向等に応じて金利が決定される定期
預金です
お預け入れ時の利率は満期日まで変わりません

６ヶ月の据置期間経過後はご自由にお引き出しが

毎月一定の金額を積み立て頂くご預金で、目的に１回の掛金
100円以上

６ヶ月～５年定 期 積 金
合わせて期間の設定ができます

可能でお利息は６ヶ月ごとの複利で計算します
ド ク タ ー プ ラ ン

10万円以上
1,000万円未満

最長５年
（６ヶ月据置）

医療サポートローン
（ 医 師 向 け ）

新規開業ローン
診療所等の開業に関するあ
らゆる資金にお使い頂けます

診療所等の事業継承に関す

入資金にお使い頂けます

医 療 機 器 購 入
ロ ー ン

コーその他の医療機器の購

電子カルテ、レセコン、エ

預 金
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業務内容のご紹介

融 資



ご返済期間

20年以内

15年以内

15年以内

ご返済期間

・本サービスのご利用は、当組合の組合員に限らせていただきます。

手数料は除きます）。

お取引口座にて返戻させていただきます。

・一旦お支払いいただいた利用手数料は、利用月の翌月 20日（休日の場合は前営業日）に

・全国の金融機関、コンビニエンスストア等のＡＴＭ利用手数料を当組合がご負担します。

・無料となる手数料は、他行ＡＴＭご利用時の入出金手数料及び時間外手数料です（振込

使い頂けます

医 師 会 入 会 金
ロ ー ン

担　保：不要
保証人：原則１名

５年以内５百万円
県、郡、市、区の医師会入

師協同組合が関わる物品の販

　売やサービスに限ります

ご自宅の購入、新築、増改

35年以内

支払資金（供託金等）にお

10年以内10百万円

お 使 い み ち は ご 自 由 で す
７年以内５百万円

10年以内
（自動車関連・
教育･リフォーム
費用は15年以内）

20百万円

（無担保型）

30百万円

多 目 的 ロ ー ン

自動車、教育資金、リフォー

（事業性資金は除きます）

お使い頂けます

担　保：不要
保証人：原則１名

７年以内20百万円オ ー ト ロ ー ン 輪車（大型）などの購入に

自家用車、往診車、自動二

お 使 い み ち は ご 自 由 で す

お 使 い み ち は ご 自 由 で すフ リ ー ロ ー ン
（歯科医師向け）

フ リ ー ロ ー ン
（ 医 師 向 け ） （事業性資金は除きます）

（事業性資金は除きます）

種　類 お　使　い　み　ち ご融資限度額 担保・保証人など

医療機器・事務機器・往診車

神戸医師協提携
ロ ー ン

姫路医師協提携
ロ ー ン

担　保：不要
保証人：原則１名

７年以内30百万円

の購入資金、開業・診療所リ

フォーム資金等の事業性資金

にお使い頂けます

自家用車購入資金、自宅リ

フォーム資金等の消費性資金

にお使い頂けます

※神戸医師協同組合又は姫路医

住 宅 ロ ー ン
担　保：不動産
保証人：原則１名

築、自宅建築用地の購入、

他行住宅ローンの借換えに

担　保：不要
保証人：原則１名

20百万円
担　保：不要
保証人：不要（原則）

お使い頂けます

１億円

担　保：不要
保証人：不要（原則）

担　保：不要
保証人：不要（原則）

５年以内５百万円

教 育 ロ ー ン
教育に関するあらゆる資金
に お 使 い 頂 け ま す （ 入 学
金、授業料、下宿資金等）

（不動産担保型）

50百万円
担　保：不動産
保証人：原則１名

担　保：不要
保証人：不要（原則）

担　保：不要
保証人：不要（原則）

会金にお使い頂けます

種　類 お　使　い　み　ち ご融資限度額 担保・保証人など

医療事故に関わる損害賠償
担　保：不要
保証人：原則２名

６ヶ月以内２億円
医 療 損 害 賠 償
特 別 融 資

研修医サポート
ロ ー ン

ム資金等（見積書等によりお

使いみちの確認できるもの）

（事業性資金は除きます）
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兵庫県医師会提携融資

他行ＡＴＭご利用手数料の無料化について

（無担保型 医師向け）



（単位：千円）

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度

300,727 274,729 81,841,248 84,396,773

9,790,517 10,838,913 673,767 633,624

38,331,621 33,152,158 34,158,458 32,962,960

国 債 9,090,680 10,044,860 31,398 17,152

地 方 債 94,240 － － －

社 債 27,161,478 20,685,570 43,852,615 48,103,492

株 式 400 400 1,650,128 1,275,874

そ の 他 の 証 券 1,984,823 2,421,327 1,474,880 1,403,668

38,907,317 44,755,145 3,300,000 3,300,000

割 引 手 形 － － 3,300,000 3,300,000

手 形 貸 付 1,365,449 1,074,600 142,632 236,521

証 書 貸 付 37,532,978 43,671,579 15,148 18,630

当 座 貸 越 8,890 8,966 31,087 907,455

542,741 551,771 1,666 1,400

未 決 済 為 替 貸 2,826 4,312 31,297 27,898

全 信 組 連 出 資 金 265,900 265,900 16,342 20,690

前 払 費 用 907 1,983 － 26,058

未 収 収 益 93,028 106,775 36,683 32,862

そ の 他 の 資 産 180,078 172,800 10,416 18,235

1,052,299 1,026,416 11,562 14,167

建 物 516,546 492,880 － －

土 地 515,082 515,082 138,245 142,555

建 設 仮 勘 定 － － 48,270 56,610

その他の有形固定資産 20,671 18,453 － －

23,568 15,610 － －

ソ フ ト ウ ェ ア 23,204 15,245 85,481,957 88,146,627

その他の無形固定資産 364 364

－ － 780,085 726,466

1,136,591 1,420,412 780,085 726,466

－ － 6,413,012 6,537,128

－ － 931,384 931,384

▲ 158,981 ▲ 118,681 5,481,628 5,605,744

▲ 96,992 ▲ 96,992 特 別 積 立 金 5,370,000 5,420,000

当 期 未 処 分 剰 余 金 111,628 185,744

7,193,097 7,263,594

▲ 2,748,650 ▲ 3,493,746

4,444,447 3,769,848

89,926,405 91,916,476 89,926,405 91,916,476

定 期 積 金

資　　 産 負債及び純資産

現 金 預 金 積 金

預 け 金 当 座 預 金

有 価 証 券 普 通 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

定 期 預 金

払 戻 未 済 金

そ の 他 の 預 金

貸 出 金 借 用 金

借 入 金

そ の 他 負 債

未 決 済 為 替 借

未 払 費 用

そ の 他 資 産 給 付 補 て ん 備 金

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

（ 純 資 産 の 部 ）

職 員 預 り 金

そ の 他 の 負 債

有 形 固 定 資 産 賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

無 形 固 定 資 産 債 務 保 証

負 債 の 部 合 計

前 払 年 金 費 用 出 資 金

繰 延 税 金 資 産 普 通 出 資 金

利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

債 務 保 証 見 返 利 益 準 備 金

貸 倒 引 当 金 そ の 他 利 益 剰 余 金

組 合 員 勘 定 合 計

その他有価証券評価差額金

貸借対照表

（うち個別貸倒引当金）

再評価に係る繰延税金資産
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（注）１．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

　　　　は、全部純資産直入法により処理しております｡

　　　３．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

　　　　設備及び構築物については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　　建　物　15年～50年

　　　　　その他　 3年～20年

　　　　て償却しております。

　　　６．貸倒引当金は、予め定めている償却･引当基準に則り、次のとおり計上しております｡

　　　　　回収可能見込額を控除した残額を計上しております。

　　　　　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、企画管理部が資産査定を実施しております。

　　　７．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております｡

　　　　積立状況及び制度全体の拠出等に占める当組合の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。

　　　　(1)制度全体の積立状況に関する事項（令和7年3月31日現在）

　　　　　 年金資産の額　　　　　　　　　　　　　　　 243,135百万円
　　　　　 年金財政計算上の数理債務の額　　　 　　　　207,181百万円

　　　　　 差引額　 　　　　　　　　　　　　　　　　 　35,953百万円

　　　　(2)制度全体に占める当組合の掛金拠出割合

　　　　　 （自 令和6年4月1日　至 令和7年3月31日）　　0.140%

　　　　(3)補足説明

　　　　　 上記（１）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高8,850百万円及び財政上の剰余金44,804百万円であります。

　　　　 割合は当組合の実際の負担割合とは一致しておりません。

　　　　認められる額を計上しております。

　　　10．収益の計上方法について

　　　11．重要な会計上の見積り

　　　　次の通りです。

　　　　貸倒引当金　118百万円

　　　　　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として６．に記載しております。

　　　　債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。

　　　　を及ぼす可能性があります。

　　　12．会計上の見積りの変更

　　　　基づき損失率を求め、算出しております。

　　　　ます。

　　　13．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　 　 当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。

　　      このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理(ALM)をしております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

    ております。一方、金融負債は主としてお客さまからの預金であり、流動性リスクに晒されております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

    ①信用リスクの管理

    債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。

      これらの与信管理は、各営業店のほか企画管理部により行われ、また、定期的に理事会を開催し、審議・報告を行っております。

    さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。

      有価証券の発行体の信用リスクに関しては、企画管理部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

    ②市場リスクの管理

     (ⅰ)金利リスクの管理

           当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。

 

     (ⅱ) 価格変動リスクの管理

     (ⅲ) 市場リスクに係る定量的情報

        上昇すれば、それぞれの時価は以下のとおり減少するものと把握しております。
（単位：百万円）

影　響　額

 (1) 有価証券のうち債券 △ 2,146

 (2) 預け金 △  　30

 (3) 貸出金 △   218

 (4) 預金積金 490

合　　　計 △ 1,905

    ③資金調達に係る流動性リスクの管理

      リスクを管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

      金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

      なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開示しております。

この見積りの変更により、当事業年度の貸倒引当金は42百万円減少し、当事業年度の経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ42百万円増加しており

正常先債権及び要注意先債権に相当する債権のうち要管理先でない債務者に係る債権（以下「その他要注意先債権」という。）については、主として今後

1年間の予想損失額を見込んで貸倒引当金を計上しており、予想損失額は、1年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に

従来、当該平均値の算定に当たっては短期間の平均貸倒実績率を採用しておりましたが、医療機関をとりまく制度要因をより適切に反映し、実態に即した

貸倒引当金を計上するため、当事業年度より医療機関経営へ及ぼす影響を踏まえた合理的な期間の平均貸倒実績率を採用する方法に変更しております。

当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性

当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題

        市場リスク管理規程、及びALM委員会運営規則において、リスク管理方法や手続等を明記しており、ALM委員会において決定されたALMに関する方針

企画管理部において、保有している株式にかかる市場環境や取引先の財務状況などのモニタリングを実施しております。これらの情報は企画

有価証券を含む市場運用商品の保有については、ALM委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、資金運用規程に従い行われております。

「貸出金」、及び「預金積金」であります。その他すべてのリスク変数が一定の場合、令和8年3月31日現在の金利が100ベーシス・ポイント(1.00％)

当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、有価証券のうち「債券」、「投資信託」、「預け金」、

         に基づき、理事会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。

　  　　 管理部を通じ、理事会において定期的に報告されております。

費用処理しております。なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記（２）の

本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であり、当組合は、当期の計算書類上、当該償却に充てられる特別掛金6百万円を

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるもの

あります。為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識して

なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における個別貸倒引当金に重要な影響

主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各

　　　　おります。

目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒され

当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客さまに対する貸出金です。また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有

２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券については時価法(売却原価は主として移動

平均法により算定)、ただし、市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額について

４．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附属

５．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間(５年)に基づい

うち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による

算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額の

見込んで計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、

(令和4年4月14日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間の予想損失額を

日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」

を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。なお、当該企業年金制度全体の直近の

８．当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合設立型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対応する年金資産の額

の役務取引等収益」があります。このうち、受入為替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替業務に基づくものが

収益の計上方法について、役務取引等収益は役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受入手数料」「その他

９．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると
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　　　14．金融商品の時価等に関する事項
　　　　　令和8年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価等の評価技法（算定方法）については（注１）参照）。なお、
　　　　市場価格のない株式及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）
貸借対照表
計　上　額

時　価 差　額

　(1)　預け金（＊１） 10,838 10,860 21
　(2)　有価証券 33,152 32,928 △ 224
　　　　 満期保有目的の債券 1,393 1,169 △ 224
　　　　 その他有価証券 31,758 31,758 -
　(3)　貸出金（＊１） 44,755
　　　　 貸倒引当金（＊２） △ 118

44,636 44,340 △ 295
88,627 88,128 △ 498

　(1)　預金積金（＊１） 84,396 84,005 △ 391
　(2)　借用金（＊１） 3,300 3,300 -

87,696 87,305 △ 391

　　　　　（＊１）預け金、貸出金、預金積金、借用金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」が含まれております。
　　　　　（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
　　　　（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
　　　　　金融資産
　　　　 (1)　預け金

　　　　　　割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。
　　　　 (2)　有価証券
　　　　　　　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によっております。
              投資信託は取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。
　　　　 (3)　貸出金

            より算出した時価に代わる金額として記載しております。

　　　　　　　計上している額（貸倒引当金控除前の額。以下、「貸出金計上額」という）。
　　　　　　②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
　　　　　　③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を無リスク利子率（または市場金利）で割り引いた価額
　　　　　金融負債
　　　　 (1)　預金積金

　　　　　　に将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を一種類の無リスク利子率（または市場金利)で割り引いた価額を時価とみなしております。
　　　　 (2)　借用金
　　　　　　　借用金については、帳簿価額を時価としております。
　　　　（注２）市場価格のない株式及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）
貸借対照表計上額

0
265
266

                  時価開示の対象とはしておりません。

　　　　おります。以下１９．まで同様であります。
　　　 (1)　売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
　　　 (2)　満期保有目的の債券
　　　　　【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】

貸借対照表計上額 　時価 　　差額
国　債 －百万円 －百万円 －百万円
地方債 －百万円 －百万円 －百万円
社　債 －百万円 －百万円 －百万円
その他 100百万円 100百万円 0百万円
小　計 100百万円 100百万円 0百万円

　　　　　【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】
貸借対照表計上額 　時価 　　差額

国　債 1,293百万円 1,068百万円 △ 224百万円
地方債 －百万円 －百万円 －百万円
社　債 －百万円 －百万円 －百万円
その他 －百万円 －百万円 －百万円
小　計 1,293百万円 1,068百万円 △ 224百万円
合　計 1,393百万円 1,169百万円 △ 224百万円

　　　 (3)　その他有価証券
　　　　　【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

取得原価 　貸借対照表計上額 　評価差額
株　式 －百万円 －百万円 －百万円
債　券 －百万円 －百万円 －百万円
　国　債 －百万円 －百万円 －百万円
　地方債 －百万円 －百万円 －百万円
　社　債 －百万円 －百万円 －百万円
その他 709百万円 894百万円 185百万円
　小　計 709百万円 894百万円 185百万円

　　　　　【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
取得原価 　貸借対照表計上額 　評価差額

株　式 0百万円 0百万円 0百万円
債　券 34,428百万円 29,437百万円 △ 4,990百万円
　国　債 10,826百万円 8,751百万円 △ 2,074百万円
　地方債 －百万円 －百万円 －百万円
　社　債 23,601百万円 20,685百万円 △ 2,916百万円
その他 1,473百万円 1,426百万円 △ 47百万円
　小　計 35,902百万円 30,864百万円 △ 5,038百万円
　合　計 36,611百万円 31,758百万円 △ 4,852百万円

　　　16．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
　　　17．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

売却価額 売却益 　　売却損

4,538百万円 170百万円 　 209百万円

　　　18．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとおりであります｡

債　券 1,196百万円 6,499百万円 5,835百万円 17,198百万円
　国　債 597百万円 2,588百万円 657百万円 6,201百万円
　地方債 －百万円 －百万円 －百万円 －百万円
　社　債 599百万円 3,910百万円 5,178百万円 10,997百万円
その他 －百万円 1,083百万円 －百万円 －百万円
　合　計 1,196百万円 7,583百万円 5,835百万円 17,198百万円

　　　19．協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。
なお、債権は、貸借対照表の貸出金勘定に計上されるものであります。

   　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 143百万円
 　　  危険債権額 　30百万円
 　　  三月以上延滞債権額 －百万円
　　   貸出条件緩和債権額 246百万円
 　　  合計額 420百万円

金　融　資　産　計

金　融　負　債　計

区　　分
　非上場株式（＊１）

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、市場金利で

① 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、それぞれの貸借対照表の貸出金勘定に

貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法に

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価とみなしております。定期性預金の時価は、一定の金額帯および期間帯ごと

　　　10年超

15．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれて

（＊１）非上場株式及び組合出資金については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令和2年3月31日）第5項に基づき、

　組合出資金
合　　計

　　　１年以内
　　　１年超

　　　５年以内
　　　５年超

　　　10年以内
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る債権及びこれらに準ずる債権であります。

の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。

ないものであります。

る取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
  なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

　　　20．有形固定資産の減価償却累計額　　　432百万円
　　　21．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額  9百万円
　　　22．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務総額  -百万円
　　　23．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
　　　　　　　繰延税金資産

 　　　　　　　賞与引当金損金算入限度額超過額 　  3百万円
 　　　　　　　退職給付引当金損金算入限度額超過額 　 39百万円
 　　　　　　　役員退職慰労引当金損金算入限度額超過額 　 15百万円
　　　　　　　 未払事業税 　　2百万円
　　　　　　　 その他有価証券評価差額金 1,358百万円
　　　　　　　 その他 　△0百万円
 　　　　　　　 （社保賞与引当分） 　　0百万円
 　　　　　　　 （貸倒引当金超過） 　 －百万円
 　　　　　　　 （有価証券利益超過分配金調整） 　△0百万円
 　　　　　　繰延税金資産小計 1,420百万円
　　　　　　 評価性引当額 　 －百万円
　　　　　 　繰延税金資産合計 1,420百万円
　　　　　 繰延税金負債
　　　　　　 繰延税金負債合計 　 －百万円
　　　　 　繰延税金資産の純額 1,420百万円

　　　24．担保に提供している資産は、次のとおりであります。
    担保提供している資産 　  　 　 有価証券   4,000 百万円
    担保資産に対応する債務　　　　 借用金   　3,300 百万円
    上記のほか、為替業務に係る取引のために預け金500百万円を担保として提供しております。

　　　25．出資1口当たりの純資産額　5,189円29銭

（単位：千円）

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度

838,439 1,150,550 519,220 543,935

740,085 881,876 人 件 費 319,116 341,303

貸 出 金 利 息 301,515 471,360 物 件 費 187,724 190,367

預 け 金 利 息 21,801 47,702 税 金 12,378 12,264

有価証券利息配当金 406,836 355,649 129,544 1,366

そ の 他 の 受 入 利 息 9,931 7,164 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 127,544 -

41,824 45,925 株 式 等 売 却 損 - -

受 入 為 替 手 数 料 9,808 10,784 株 式 等 償 却 - -

そ の 他 の 役 務 収 益 32,015 35,140 そ の 他 の 経 常 費 用 2,000 1,366

45,871 54,945 89,040 173,947

国 債 等 債 券 売 却 益 37,640 43,329 - -

国 債 等 債 券 償 還 益 - - - -

そ の 他 の 業 務 収 益 8,231 11,615 - -

10,658 167,803 - 146

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 - 40,299 - 146

償 却 債 権 取 立 益 - - - -

株 式 等 売 却 益 10,545 127,380 - -

そ の 他 の 経 常 収 益 113 123 89,040 173,801

749,399 976,603 36,371 32,950

52,615 190,215 ▲ 12,571 5,937

預 金 利 息 51,058 188,756 23,799 38,888

給付補てん備金繰入額 1,366 1,278 65,240 134,912

借 用 金 利 息 - - 46,388 50,832

そ の 他 の 支 払 利 息 189 181 111,628 185,744

（注）
　１．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
　２．出資１口当たりの当期純利益は179円40銭です。

国 債 等 債 券 売 却 損 24,092 209,313

国 債 等 債 券 償 還 損 - -

国 債 等 債 券 償 却 - -

そ の 他 の 業 務 費 用 - -

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対す

そ の 他 経 常 費 用

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当し

科　　　目 科　　　目

経 常 収 益 経 費

資 金 運 用 収 益

税 引 前 当 期 純 利 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益 経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

そ の 他 の 特 別 利 益

そ の 他 経 常 収 益 特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

減 損 損 失

そ の 他 の 特 別 損 失

支 払 為 替 手 数 料 5,808 6,250

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用 法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

繰 越 金

当 期 未 処 分 剰 余 金

役 務 取 引 等 費 用 23,927 31,770

そ の 他 の 役 務 費 用 18,118 25,520

そ の 他 業 務 費 用 24,092 209,313

損益計算書
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法人税、住民税及び事業税



（単位：千円）

繰 越 金 ( 当 期 首 残 高 )

当 期 純 利 益

利 益 準 備 金

特 別 積 立 金

　　私は当組合の令和7年4月1日から令和8年3月31日までの第67期の事業年度におけ

　る貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書の適正性、及び同書類作成に係る

　内部監査の有効性を確認いたしました。

　　　令和8年6月19日

　　　　　　理事長　 八田　昌樹

50,000 120,000

46,388 50,832

65,240 134,912

計 111,628 185,744

区　　　分 令　和　6　年　度 令　和　7　年　度

当 期 未 処 分 剰 余 金 111,628 185,744

上 記 処 分 額 60,796 130,692

－ －

兵庫県医療信用組合

当組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の８第３項に規定する「特定信用組合」に該当

しておらず、会計監査人を置いておりません。

7,692 7,467

繰 越 金 ( 当 期 末 残 高 ) 50,832 55,052

3,224
事業の利用分量に対する配当金

出 資 に 対 す る 配 当 金

 預金利息(100円につき3円の割合)

（年１％の割合） （年１％の割合）

3,103

 預金利息(100円につき10円の割合)

剰余金処分計算書
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財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

会計監査人の監査



（単位：％） （単位：千円、％）

令和6年度 令和7年度

687,470 691,661

740,085 881,876

52,615 190,215

17,897 14,154

41,824 45,925
（単位：％） 23,927 31,770

21,779 ▲ 154,368

45,871 54,945
(うち国債等債券売却益) (37,640) (43,329)
( 〃 償 還 益 ) (－) (－)
(金融派生商品収益 ) (－) (－)
(その他の業務収益 ) (8,231) (11,615)

24,092 209,313

(24,092) (209,313)

(－) (－)
（単位：％） 727,147 551,446

92,199,157 93,303,700

0.78 0.59

174,533 7,511

207,927 7,511

194,378 173,495

194,378 173,495

（単位：平均残高 百万円、利息 千円、利回 ％）

（単位：千円）

令和6年度 令和7年度

41,824 45,925

9,808 10,784

27,846 31,010

4,169 4,129

23,927 31,770

5,808 6,250

1,816 2,217

16,302 23,302

（単位：千円）

令和6年度 令和7年度

319,116 341,303

(注) 資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高（令和6年度69百万円、令和7年 259,043 276,914

　 度90百万円）をそれぞれ控除して表示しております。 14,498 15,749

45,574 48,639

187,724 190,367

84,827 86,977

33,808 32,975

11,669 12,911
（単位：百万円） 3,195 4,634

12,271 12,132

41,952 40,737

61 12,378 12,264

21 519,220 543,935

96

96

158

118

区　　　　　分 令和6年度 令和7年度 科　　　　　目

総 資 産 経 常 利 益 率 0.09 0.18 資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用

区　　　　　分 令和6年度 令和7年度 そ の 他 の 業 務 収 支

総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.06 0.14 資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 支

預 貸 率
期中平均残高 42.90 50.80 そ の 他 業 務 収 益

期 末 残 高 47.53 53.02

内訳預 証 率

そ の 他 業 務 費 用

( 国 債 等 債 券 売却 損 )

( 国 債 等 債 券 償 却 )

業 務 粗 利 益

区　　　　　分 令和6年度 令和7年度 資 金 運 用 勘 定 平 残

期中平均残高 53.47 46.86
期 末 残 高 46.83 39.28

総 資 金 利 鞘 （ Ａ － Ｂ ） 0.14 0.10 実 質 業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益

コア業務純益(除く投資信託解約損益)

資 金 運 用 利 回 （ Ａ ） 0.80 0.94 業 務 粗 利 益 率

資 金 調 達 原 価 率 （ Ｂ ） 0.66 0.84 業 務 純 益

科　　目 平均残高 利　息 利　回

資 金 運 用
勘 定

令和6年度 92,199 740,085 0.80

うち貸出金 令和6年度 35,657 301,515 0.84 受 入 為 替 手 数 料

科　　　　　目

令和7年度 93,303 881,876 0.94 役 務 取 引 等 収 益

令和7年度 42,679 471,360 1.10 そ の 他 の 受 入 手 数 料

うち預け金 令和6年度 11,833 21,801 0.18

うち有価証券 令和6年度 44,442 406,836 0.91 支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 取 引等 収益

令和7年度 10,990 47,702 0.43 役 務 取 引 等 費 用

令和7年度 39,367 355,649 0.90 そ の 他 の 支 払 手 数 料

資 金 調 達
勘 定

令和6年度 86,445 52,615 0.06 そ の 他 の 役 務 取 引等 費用

令和7年度 87,340 190,215 0.21
うち預金積金 令和6年度 83,107 52,425 0.06

令和7年度 84,004 190,034 0.22
うち借用金 令和6年度 3,300 － 0.00

令和7年度 3,300 － 0.00

事 務 費

固 定 資 産 費

項　　　　　目

(職員預り金) 令和7年度 36 181 0.50 人 件 費

うちその他 令和6年度 37 189 0.50

報 酬 給 料 手 当

退 職 給 付 費 用

そ の 他

物 件 費

事 業 費

人 事 厚 生 費

項　　目 期首残高
当期減少額

期末残高
預 金 保 険 料

目的使用 その他 減 価 償 却 費

経 費 合 計

令和6年度 2 96 － 2

31

令和7年度 158 21 － 61

令和7年度 96 －

令和6年度 28 61 － 28 税 金

令和7年度

－ －

合 計
令和6年度 31 158 －

21 － 6161
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当期増加額

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

総資産利益率

預貸率及び預証率

業務粗利益及び業務純益等

総資金利鞘等

資金運用勘定・調達勘定の

役務取引の状況

経費の内訳

一般貸倒引当金、個別貸倒引当金

経営指標

平均残高等

の期末残高及び期中の増減額



（単位：千円） （単位：百万円、％）

653 0.7

34,224 40.7

23 0.0

－ －
（単位：件、百万円） 46,246 55.0

1,536 1.8

1,319 1.5

84,004 100.0

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

49,917 59.1

34,472 40.8

5 0.0

0 0.0

84,396 100.0

（単位：百万円、％）

（単位：百万円）

(注) 有価証券の「時価」は、当組合の「有価証券の時価会計に係る規則」にもとづき算出されております。

（単位：百万円）

2,228

657

94

－

8,481

5,178

10,804

5,835

項　　　　　目 令和6年度 令和7年度
種　目

令和6年度 令和7年度

受 取 利 息 の 増 減 34,927 141,791 金　額 構成比 金　額 構成比

支 払 利 息 の 増 減 37,496 137,600 当 座 預 金 702 0.8

金　額

通 知 預 金        － －

定 期 預 金 44,297 53.3

普 通 預 金 34,111 41.0

貯 蓄 預 金 74 0.0

56,655 45,363 60,328 52,202

そ の 他 1,400 1.6

36,454 41,699 43,777 44,836 合 計

区　　　　　分
令和6年度 令和7年度 定 期 積 金 2,520 3.0

件　数 金　額 件　数

区　分
令和6年度 令和7年度

金　額 構成比 金　額 構成比

83,107 100.0

法 人 32,529 39.7

国 債 10,294 23.1 10,050 25.5 金 融 機 関 2

区　分
令和6年度 令和7年度 個 人 49,308 60.2

金　額 構成比 金　額 構成比

0.0

地 方 債 99 0.2 2 0.0 公 金 0 0.0

81,841 100.0合 計

株 式 0 0.0 0 0.0

社 債 31,989 71.9 27,218 69.1

区　分
令和6年度 令和7年度

金　額 構成比 金　額 構成比

2,058 4.6 2,095 5.3

合 計 44,442 100.0 39,367 100.0

43,852 100.0 48,103 100.0

－ － － －

－ － － －

合 計 43,852 100.0 48,103 100.0

項　　　　目
取得原価または償却原価 時　　価 評価損益

令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度

▲ 5,076

金 銭 の 信 託 － － － － － －

有 価 証 券 42,149 38,004 38,250 32,928 ▲ 3,898

－

区　　　　　分
期間の定め
のないもの

１年以内
１年超

５年以内
５年超

10年以内
10年超

デ リ バ テ ィ ブ 等
商 品

－ － － － －

6,201

地 方 債
令和6年度 － － － －
令和7年度 － －

国 債
令和6年度 － － － 6,861
令和7年度 － 597 2,588

株 式
令和6年度 0 － － － －

－ －

社 債
令和6年度 － 2,000 3,775 12,903
令和7年度 －

令和7年度 0 － － － －

599 3,910 10,997

－
令和7年度 － － 1,083 － －

外 国 証 券
令和6年度 － － 1,083 －

－
令和7年度 1,337 － － － －

そ の 他
令和6年度 901 － － －

17,198
合 計

令和6年度 901 2,000 4,859 19,765
令和7年度 1,337 1,196 7,583

他の金融機関向け

他の金融機関から
送金・振込

その他の証券

固定金利定期預金

変動金利定期預金

その他の定期預金

受取利息及び支払利息の増減 預金種目別平均残高

内国為替取扱実績

預金者別預金残高

有価証券種類別平均残高

定期預金種類別残高

有価証券、金銭の信託等の取得原価または償却原価、時価及び評価損益

有価証券種類別残存期間別残高
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（単位：百万円）

国債

時価が貸借対 地方債

照表計上額を 社債

超えるもの その他 100 100 0 100 100 0

小計 100 100 0 100 100 0

国債 1,292 1,211 ▲ 81 1,293 1,068 ▲ 224

時価が貸借対 地方債

照表計上額を 社債

超えないもの その他

小計 1,292 1,211 ▲ 81 1,293 1,068 ▲ 224

1,392 1,311 ▲ 80 1,393 1,169 ▲ 224

(注) １．「社債」には、公社公団債、事業債が含まれます。

 　　２．上記の「その他」は、外国証券です。

（単位：百万円）

株式

債券 2,553 2,514 38

  国債 1,551 1,514 36

  地方債

  社債 1,002 999 2

その他 603 550 53 894 709 185

小計 3,156 3,065 91 894 709 185

株式 0 0 0 0 0 0

債券 32,499 36,342 ▲ 3,842 29,437 34,428 ▲ 4,990

　国債 6,246 7,633 ▲ 1,386 8,751 10,826 ▲ 2,074

　地方債 94 100 ▲ 5

　社債 26,158 28,608 ▲ 2,449 20,685 23,601 ▲ 2,916

その他 1,281 1,348 ▲ 66 1,426 1,473 ▲ 47

小計 33,781 37,691 ▲ 3,909 30,864 35,902 ▲ 5,038

36,938 40,756 ▲ 3,817 31,758 36,611 ▲ 4,852

(注) １．「社債」には、公社公団債、事業債が含まれます。

 　　２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

区　分 種　類

令和6年度 令和7年度

貸借対照表
計 上 額

時　価 差　額
貸借対照表
計 上 額

時　価 差　額

－

－ － － － － －

－ － － － －

－

－ － － － － －

－ － － － －

－

－ － － － － －

－ － － － －

合　　計

区　分 種　類

令和6年度 令和7年度

貸借対照表
計 上 額

取得原価 差　額
貸借対照表
計 上 額

取得原価 差　額

－ － － － － －

－ － －

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの

－ － －

－ － － － － －

－ －

合　　計

－

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの

－ － －

有価証券の時価等情報

満期保有目的の債券
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（単位：百万円、％） （単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％） （単位：百万円、％）

(注) 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しており

　 ます。

（単位：百万円、％）

金　額 構成比 金　額 構成比

手 形 貸 付 1,102 3.0 1,097 2.5 運 転 資 金

区　分
令和6年度 令和7年度

区　分
令和6年度 令和7年度

金　額 構成比 金　額 構成比

7,141 18.3 6,976 15.5

84.4

当 座 貸 越 7 0.0 7 0.0 合 計

証 書 貸 付 34,547 96.8 41,574 97.4 設 備 資 金 31,765 81.6 37,778

区　　　　　分 金　　　額 構　成　比 債務保証見返額

38,907 100.0 44,755 100.0

合 計 35,657 100.0 42,679 100.0

当 組 合 預 金 積 金
令和6年度 216 0.5 －

令和7年度 260 0.5 －

有 価 証 券
令和6年度 2,100 5.3 －

令和7年度 2,100 4.6 －

動 産
令和6年度 － － －

令和7年度 － － －

不 動 産
令和6年度 19,784 50.8 －

令和7年度 21,451 47.9 －

そ の 他
令和6年度 38 0.0 －

令和7年度 38 0.0 －

小 計
令和6年度 22,138 56.9 －

令和7年度 23,850 53.2 －

信用保証協会・信用保険
令和6年度 1,426 3.6 －

令和7年度 1,162 2.5 －

保 証
令和6年度 5,527 14.2 －

令和7年度 6,575 14.6 －

信 用
令和6年度 9,814 25.2 －

令和7年度 13,165 29.4 －

合 計
令和6年度 38,907 100.0 －

令和7年度 44,755 100.0 －

金　額 構成比 金　額 構成比

7,090 18.2 6,474 14.4 医 療 ・ 福 祉

区　分
令和6年度 令和7年度

区　分
令和6年度 令和7年度

金　額 構成比 金　額 構成比

18,654 47.9 24,079 53.8

46.1

合 計 38,907 100.0 44,755 100.0 合 計 38,907 100.0 44,755 100.0

31,816 81.7 38,280 85.5 そ の 他 20,252 52.0 20,675

区　分
令和6年度 令和7年度

金　額 構成比 金　額

合 計 － － － －

構成比

－ － － －

－ － － －

全国信用協同

組合連合会

独立行政法人

福祉医療機構

固定金利貸出

変動金利貸出

貸出金種類別平均残高 貸出金使途別残高

担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額

貸出金金利区分別残高 貸出金業種別残高

代理貸付残高の内訳
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（単位：百万円、％）

残高
(A)

担保・保証額
(B)

貸倒引当金
(C)

保全率
((B)＋(C))/(A)

引当率
(C)/((A-B))

151 54 96 100.00 100.00

143 46 96 100.00 100.00

－ － － － －

30 30 － 100.00 100.00

288 131 13 50.05 8.39

246 117 6 50.49 5.25

－ － － － －

－ － － － －

288 131 13 50.05 8.39

246 117 6 50.49 5.25

440 186 110 67.27 43.32

420 194 103 70.94 45.94

38,474

44,342

38,914

44,762

　 　  いる債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。

　　　 利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。

　　　 債権並びに危険債権に該当しないものであります。

　　　 しないものであります。

　　　 三月以上延滞債権、貸出条件緩和債権に該当しないものであります。

　　 ６．「担保・保証額(B)」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。

　　 ７．「貸倒引当金(C)」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。

　　　 に注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

　　 ９．金額は決算後（償却後）の計数です。

令和7年度

区　　　　　分

破 産 更 生 債 権 及 び

こ れ ら に 準 ず る 債 権

令和6年度

令和7年度

危 険 債 権
令和6年度

令和7年度

要 管 理 債 権
令和6年度

令和7年度

小 計
令和6年度

合 計
令和6年度

令和7年度

貸 出 条 件 緩 和 債 権
令和6年度

令和7年度

三 月 以 上 延 滞 債 権
令和6年度

令和7年度

正 常 債 権
令和6年度

令和7年度

８．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は貸借対照表の「有価証券」中の社債（その

元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条

第3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並び

(注) １．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥って

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び

３．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる

４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権

放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当

５．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、

23

貸出金等の分類

協金法開示債権(リスク管理債権)及び金融再生法開示債権の保全・引当状況
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（単位：百万円）

7,182 7,252
うち、出資金及び資本剰余金の額 780 726
うち、利益剰余金の額 6,413 6,537
うち、外部流出予定額（▲） 10 10
うち、上記以外に該当するものの額 － －

61 21
61 21
－ －

7,244 7,274

17 11
－ －
17 11
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
－ －
17 11

7,227 7,263

58,956 62,232
－ －

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －
うち、上記以外に該当するものの額

－ －
－ －

1,107 1,146
－ －

60,063 63,379

12.03% 11.45%

 　　 あるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。

  　　なお、当組合は国内基準により自己資本比率を算出しております。

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のう
－ －

ち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

項　　　　　　目 令和6年度 令和7年度
コア資本に係る基礎項目 (1)

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額のうち、コア資本に

係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額 (イ)

コア資本に係る調整項目 (2)

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るものの額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

適格引当金不足額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

前払年金費用の額

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

信用協同組合連合会の対象普通出資等の額

特定項目に係る10％基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15％基準超過額

勘定間の振替分

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額 (ロ)

自己資本

自己資本の額 ((イ)－(ロ)) (ハ)

リスク・アセット等 (3)

信用リスク・アセットの額の合計額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

マーケット・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額

２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当で

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額

フロア調整額

リスク・アセット等の額の合計額 (ニ)

自己資本比率

自己資本比率 (ハ)／(ニ))

(注) 自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の

Ⅰ．自己資本の構成に関する開示事項

自己資本の充実の状況等について

１．自己資本の構成
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（単位：百万円）

2,358 62,232 2,489

8 176 7
132 3,666 146

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け 19 480 19
－ － －

623 14,020 560
特定貸付債権向け － － －

76 2,389 95
トランザクター向け － － －

（ⅵ）不動産関連向け 125 3,594 143
自己居住用不動産等向け 87 2,468 98
賃貸用不動産向け － － －
事業用不動産関連向け 37 1,125 45
その他不動産関連向け － － －
ＡＤＣ向け － － －

（ⅶ）劣後債権及びその他資本性証券等 212 5,512 220
（ⅷ）延滞等向け 16 397 15
（ⅸ）自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞 － － －
（ⅹ）株式等 0 0 0
（ⅺ）重要な出資のエクスポージャー － － －

251 5,258 210

10 265 10

901 26,948 1,077
－ － －

－ － －
－ － －
－ － －
－ － －
－ － －
－ 0 0

－ － －

－ － －
－ － －
44 1,146 45

764
91

2,402 63,379 2,535
(注) １．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％

　　　 引の与信相当額です。

　　　 てリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
　　 ５．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。

 ①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債券」、「要管理債券」に該当すること。
 ②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。
 ③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。

　　　 無形固定資産、その他資産等が含まれます。
　　 ７．当組合では、マーケット・リスクに関する事項は該当ありません。
　　 ８．オペレーショナル・リスクは、当組合は、基礎的手法を採用しています(令和５年度計数)。
　　　　 ＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞
　　　　 粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×15％
　　　　 直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数
　　 ９．当組合は、標準的計測手法かつILMを「１」としてオペレーショナル・リスク相当額を算定しております(令和６年度計数)。

　　 １０．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

項　　　　　目
令和6年度 令和7年度

リスク･アセット等 所要自己資本額 リスク･アセット等 所要自己資本額

 イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 58,956
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとの

58,956 2,358

－

2,489
　エクスポージャー

（ⅰ）ソブリン向け 202
（ⅱ）金融機関向け 3,303

62,232

480
（ⅲ）カバード・ボンド向け －
（ⅳ）法人等向け(特定貸付債権向けを含む) 15,588

5,311
410

（ⅴ）中堅中小企業等・個人向け 1,915
－

3,130
2,181

－
949
－
－

－
0

（ⅻ）
6,280

－

（xⅲ）
265

（xⅳ）その他 22,545
②証券化エクスポージャー －

ルック・スルー方式 －

－

マンデート方式 －

③リスク・ウェイトのみなし計算が適用される
－ － －

　エクスポージャー

蓋然性方式（250％） －
蓋然性方式（400％） －
フォールバック方式（1250％） －

④未決済取引 －
⑤

－

⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額(簡便法) －
⑦中央清算機関関連エクスポージャー －

1,107

なっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用保証協会等のことです。

ＢＩ 738
ＢＩＣ 88

 ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 60,063

２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取

÷８％直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地
開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いに

４．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している債務者に係る
エクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」におい

６．「その他」とは、（ⅰ）～（xviii）に区分されないエクスポージャーです。具体的には貸出金、有形固定資産、

Ⅱ．定量的な開示事項
１．自己資本の充実度に関する事項

信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資
本に係る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエク
スポージャー

他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
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他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通

出資等及びその他外部TLAC関連調達手段に該当するも

の以外のものに係るエクスポージャー

他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通

出資等及びその他外部TLAC関連調達手段に該当するも

の以外のものに係るエクスポージャー

他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通

出資等及びその他外部TLAC関連調達手段に該当するも

の以外のものに係るエクスポージャー

(注) １．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給
公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、
国際通貨基金、欧州中央銀行、信用保証協会等のことです。

４．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること。
②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。
③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。

５．「その他」とは、（ⅰ）～（ xⅲ ）に区分されないエクスポージャーです。具体的には貸出金、有形固定資産、無形固定資産、その他
資産等が含まれます。

６．当組合では、マーケット・リスクに関する事項は該当ありません。
７．当組合は、標準的計測手法かつ、金利・役務・金融商品要素からなるBIの値に応じた掛目12％を乗じ(BIC)、内部損失乗数ILMを「１」として

オペレーショナル・リスク相当額(BIC×1)を算定しております。
８．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額 × ４％

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額



(1) リスク管理の方針及び手続の概要

　います。

　めています。
(2) 標準的手法が適用されるポートフォリオ
　　リスクウェイトの判定に使用する適格格付機関は、以下の５機関を採用しています。
　　　Moody's、Ｒ＆Ｉ、JCR、Ｓ＆Ｐ、Fitch
　　なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。
(3) 信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

（単位：百万円）

地域区分

業種区分

期間区分

国 内 80,028 81,729 38,914 44,762 41,113 36,966 390
国 外 1,105 1,105 1,105 1,105
地 域 別 合 計 81,133 82,834 38,914 44,762 42,218 38,071 390
製 造 業 7,114 5,110 7,114 5,110
農 業 、 林 業

漁 業

鉱業、採石業、砂利採取業

建 設 業 100 100 100 100
4,409 4,109 4,409 4,109

情 報 通 信 業 1,101 901 1,101 901 －

運 輸 業 、 郵 便 業 4,908 4,107 4,908 4,107
卸 売 業 、 小 売 業 1,869 1,320 467 418 1,402 901
金 融 業 、 保 険 業 10,121 8,712 4,000 4,000 6,121 4,712
不 動 産 業 5,059 4,428 5,059 4,428
物 品 賃 貸 業

宿 泊 業

飲 食 業

教 育 、 学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉 4,245 5,655 4,245 5,655 136
そ の 他 の サ ー ビ ス 14,610 18,613 14,409 18,413 200 200
そ の 他 の 産 業 5,037 4,572 5,037 4,572
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 11,250 12,836 11,250 12,836
個 人 10,747 11,684 10,747 11,684 254
そ の 他 557 671 7 7 550 663
業 種 別 合 計 81,133 82,834 38,914 44,762 42,218 38,071 390
１ 年 以 下 33,254 39,272 31,251 38,173 2,002 1,098
１ 年 超 ３ 年 以 下 4,117 7,157 2,412 2,442 1,704 4,714
３ 年 超 ５ 年 以 下 5,174 5,421 1,863 2,316 3,310 3,104
５ 年 超 ７ 年 以 下 7,291 4,857 1,570 651 5,720 4,206
７ 年 超 10 年 以 下 6,749 2,724 1,049 428 5,700 2,296
10 年 超 23,287 21,871 607 603 22,680 21,267
期 間 の 定 め の な い も の 1,251 1,522 151 138 1,099 1,383
そ の 他 7 7 7 7
残 存 期 間 別 合 計 81,133 82,834 38,914 44,762 42,218 38,071

(注) １．貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミット

　　　 メントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

　　 ２．「延滞エクスポージャー」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。

　　　 ①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること。

　　　 ③3か月以上限度額を超過した当座貸越であること。

　　 ３．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分や期間区分に分類することが困難なエクス

　 　　ポージャーです。具体的には、貸出金の未収利息および債券の上場投資信託を計上しております。

　　 ４．CVAリスク及び中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

　 　５．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化等により、当組合の資産の価値が減少ないし消失し、
損失を受けるリスクのことを言い、信用リスクは当組合が管理すべき重要なリスクであると認識して

信用リスクの評価につきましては、当組合では、厳格な自己査定を実施しています。貸倒引当金
は自己査定基準、償却引当基準に基づき、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績
率を基に算定するとともに、その結果については、監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努

　 エクスポージャー区分 信用リスクエクスポージャー期末残高

延滞エクス
ポージャー

貸出金、コミット
メント及びその他の
デリバティブ以外の
オフ・バランス取引

債　　　券
デ リ バ テ ィ ブ
取 引

6年度 7年度 6年度 7年度 6年度 7年度 6年度 7年度 6年度 7年度
－ － 396

－ － － － － －

－ － 396
－ － － － － －

－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － －

－ － － － － －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － － －

－

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － － － －
－ － － － － －

－ － － －

－

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－

－ － － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

－ － － － 136

－

－ － － －

－ － － － － －

－ － － － 259
－ － －

－ － － － －

－ －

－ －

－ －

－

－ － 396
－ －

　　　 ②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。

－ － － －

－ －

－ －

－ －

－ －

２．信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用される

エクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く）
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学術研究、専門・技術サービス業

電気・ガス・熱供給・水道業

生活関連サービス業、娯楽業



(4) 標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと内訳

（単位：百万円）

第一種金融商品取引業者及び

保険会社向け

特定貸付債権向け

トランザクター向け

　

　 自己居住用不動産等向け

賃貸用不動産向け

事業用不動産関連向け

その他不動産関連向け

ＡＤＣ向け

取立未済手形

信用保証協会等による保証付

株式等

合計

CCF・信用リスク削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後

リスク・
ウェイトの
加重平均値

（％)
オン・バランス

資産項目
オフ・バランス

資産項目
オン・バランス

資産項目
オフ・バランス

資産項目
信用リスク・
アセットの額

令和6年度

0%

我が国の中央政府及び中央銀行向け 10,449 － 10,449 － － 0%

現金 300 － 300 － －

－

国際決済銀行等向け － － － － － －

外国の中央政府及び中央銀行向け － － － － －

0%

外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － － － －

我が国の地方公共団体向け 100 － 100 － －

0%

地方公共団体金融機関向け － － － － － －

国際開発銀行向け 103 － 103 － －

－

地方三公社向け 700 － 700 － 60 9%

我が国の政府関係機関向け － － － － －

24%
及び保険会社向け

1,903 － 1,903 － 480 25%

金融機関、第一種金融商品取引業者
13,612 － 13,612 － 3,303

－ － － － － －

－

法人等向け(特定貸付債権向けを含む) 27,595 － 27,515 － 15,588 57%

カバード・ボンド向け － － － － －

75%

－ － － － － －

中堅中小企業等向け及び個人向け 2,610 － 2,554 － 1,915

48%

4,060 － 4,054 － 2,181 54%

不動産関連向け 6,514 － 6,507 － 3,130

2,453 － 2,453 － 949 39%

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

100%

延滞等向け
396 － 307 － 410 134%

 (自己居住用不動産等向けを除く)

劣後債権及びその他資本性証券等 5,311 － 5,311 － 5,311

1,426 － 1,418 － 141 10%

－
ジャーに係る延滞

－ － － － － －

自己居住用不動産等向けエクスポー
－ － － － －

29,863

－
 による保証付

0 － 0 － 0 100%

株式会社地域経済活性化支援機構等
－ － － － －
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（単位：百万円）

第一種金融商品取引業者及び

保険会社向け

特定貸付債権向け

トランザクター向け

　

　 自己居住用不動産等向け

賃貸用不動産向け

事業用不動産関連向け

その他不動産関連向け

ＡＤＣ向け

取立未済手形

信用保証協会等による保証付

株式等

合計

(注) １．「ＣＣＦ」とは、オフバランス取引の与信相当額を計算する際に使用する掛目(%)のことです。

　　 ２．「リスク・ウェイトの加重平均値(％)」とは、信用リスク・アセットの額をＣＣＦ・信用リスク削減手法適用後エクスポージャーの

　 　　オン・バランスの額とオフ・バランスの額の合計額で除して算出した値のことです。

CCF・信用リスク削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後

リスク・
ウェイトの
加重平均値

（％)
オン・バランス

資産項目
オフ・バランス

資産項目
オン・バランス

資産項目
オフ・バランス

資産項目
信用リスク・
アセットの額

令和7年度

0%

我が国の中央政府及び中央銀行向け 12,135 － 12,135 － － 0%

現金 274 － 274 － －

－

国際決済銀行等向け － － － － － －

外国の中央政府及び中央銀行向け － － － － －

－

外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － － － －

我が国の地方公共団体向け － － － － －

0%

地方公共団体金融機関向け － － － － － －

国際開発銀行向け 103 － 103 － －

－

地方三公社向け 700 － 700 － 60 9%

我が国の政府関係機関向け － － － － －

25%
及び保険会社向け

1,903 － 1,903 － 480 25%

金融機関、第一種金融商品取引業者
14,677 － 14,677 － 3,666

－ － － － － －

－

法人等向け(特定貸付債権向けを含む) 23,990 － 23,945 － 14,020 59%

カバード・ボンド向け － － － － －

75%

－ － － － － －

中堅中小企業等向け及び個人向け 3,283 － 3,186 － 2,389

53%

4,523 － 4,515 － 2,468 55%

不動産関連向け 6,846 － 6,839 － 3,594

2,323 － 2,323 － 1,125 48%

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

125%

延滞等向け
390 － 293 － 397 136%

 (自己居住用不動産等向けを除く)

劣後債権及びその他資本性証券等 4,409 － 4,409 － 5,512

1,162 － 1,162 － 116 10%

－
ジャーに係る延滞

4 － 4 － 0 20%

自己居住用不動産等向けエクスポー
－ － － － －

29,759

－
 による保証付

0 － 0 － 0 130%

株式会社地域経済活性化支援機構等
－ － － － －
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(5) 標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの
　　区分ごとの内訳

（単位：百万円）

300 － － － － － － － － － － － － － － －

10,449 － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

100 － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

103 － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

400 － － 300 － － － － － － － － － － － －

第一種金融商品取引業者及び

保険会社向け

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － 4,208 － － － － － － － － 14,325 － － －

特定貸付債権向け － － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

トランザクター向け － － － － － － － － － － － － － － － －

　 － － － 2,107 125 594 － － － 304 － － 961 － － －

　 自己居住用不動産等向け － － － 603 125 594 － － － 304 － － 361 － － －

賃貸用不動産向け － － － － － － － － － － － － － － － －

事業用不動産関連向け － － － 1,504 － － － － － － － － 600 － － －

その他不動産関連向け － － － － － － － － － － － － － － － －

ＡＤＣ向け － － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

取立未済手形 － － － － － － － － － － － － － － － －

信用保証協会等による保証付 － 1,418 － － － － － － － － － － － － － －

株式等 － － － － － － － － － － － － － － － －

合計 11,354 1,418 － 18,627 125 1,596 － － － 304 － － 15,337 － － －

60% 62.5%

令和6年度

現金

我が国の中央政府及び中央銀行向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

37.5% 40% 43.75% 45% 50% 56.25%

資産の額及び与信相当額の合計額(ＣＣＦ・信用リスク削減効果適用後)

0% 10% 15% 20% 25% 30% 31.25% 35%

地方三公社向け

金融機関、第一種金融商品取引業者
－ － － 12,009

及び保険会社向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

国際開発銀行向け

地方公共団体金融機関向け

我が国の政府関係機関向け

－ － － － － －－ 1,001 － － － －

－

カバード・ボンド向け

法人等向け(特定貸付債権向けを含む)

－ － － － － －－ － － 901 － 1,001

－ －

中堅中小企業等向け及び個人向け

不動産関連向け

劣後債権及びその他資本性証券等

延滞等向け
－ －

－ － －

－

－ －

－
 (自己居住用不動産等向けを除く)

自己居住用不動産等向けエクスポー
－ － － － － －

－ － － － 50 －－ － － － － －

－

－ －

－
ジャーに係る延滞

株式会社地域経済活性化支援機構等
－ － － －

－ － － － － －

 による保証付
－ － － － － －－ －
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（単位：百万円）

－ － － － － － － － － － － － － － － 300

－ － － － － － － － － － － － － － － 10,449

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － 100

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － 103

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － 700

第一種金融商品取引業者及び

保険会社向け

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ 501 － 8,480 － － － － － － － － － － － 27,515

特定貸付債権向け － － － － － － － － － － － － － － － －

－ 2,554 － － － － － － － － － － － － － 2,554

トランザクター向け － － － － － － － － － － － － － － － －

　 － 2,064 － － － － 348 － － － － － － － － 6,507

　 自己居住用不動産等向け － 2,064 － － － － － － － － － － － － － 4,054

賃貸用不動産向け － － － － － － － － － － － － － － － －

事業用不動産関連向け － － － － － － 348 － － － － － － － － 2,453

その他不動産関連向け － － － － － － － － － － － － － － － －

ＡＤＣ向け － － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － 5,311 － － － 5,311

取立未済手形 － － － － － － － － － － － － － － － －

信用保証協会等による保証付 － － － － － － － － － － － － － － － 1,418

株式等 － － － － － － － － － － － － 0 － － 0

合計 － 5,119 － 8,480 － － 949 － － － － 5,568 0 － － 68,883

その他 合計

令和6年度

現金

我が国の中央政府及び中央銀行向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

110% 112.5% 130% 150% 250% 400%

資産の額及び与信相当額の合計額(ＣＣＦ・信用リスク削減効果適用後)

70% 75% 80% 85% 90% 93.75% 100% 105%

地方三公社向け

金融機関、第一種金融商品取引業者
－ － － －

及び保険会社向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

国際開発銀行向け

地方公共団体金融機関向け

我が国の政府関係機関向け

－ － － － － 13,612－ － 601 － － －

1,903

カバード・ボンド向け

法人等向け(特定貸付債権向けを含む)

－ － － － － －－ － － － － －

－ －

中堅中小企業等向け及び個人向け

不動産関連向け

劣後債権及びその他資本性証券等

延滞等向け
－ －

－ － －

－

－ －

307
 (自己居住用不動産等向けを除く)

自己居住用不動産等向けエクスポー
－ － － － － －

－ － － 257 － －－ － － － － －

－

－ －

－
ジャーに係る延滞

株式会社地域経済活性化支援機構等
－ － － －

－ － － － － －

 による保証付
－ － － － － －－ －
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（単位：百万円）

274 － － － － － － － － － － － － － － －

12,135 － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

103 － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

400 － － 300 － － － － － － － － － － － －

第一種金融商品取引業者及び

保険会社向け

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － 4,208 － － － － － － － － 10,221 － － －

特定貸付債権向け － － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

トランザクター向け － － － － － － － － － － － － － － － －

　 － － － 2,175 193 608 － － － 129 － － 830 － － －

　 自己居住用不動産等向け － － － 671 193 608 － － － 129 － － 530 － － －

賃貸用不動産向け － － － － － － － － － － － － － － － －

事業用不動産関連向け － － － 1,503 － － － － － － － － 300 － － －

その他不動産関連向け － － － － － － － － － － － － － － － －

ＡＤＣ向け － － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

取立未済手形 － － － － － － － － － － － － － － － －

信用保証協会等による保証付 － 1,162 － － － － － － － － － － － － － －

株式等 － － － － － － － － － － － － － － － －

合計 12,913 1,162 － 19,763 193 1,609 － － － 129 － － 11,093 － － －

60% 62.5%

令和7年度

現金

我が国の中央政府及び中央銀行向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

37.5% 40% 43.75% 45% 50% 56.25%

資産の額及び与信相当額の合計額(ＣＣＦ・信用リスク削減効果適用後)

0% 10% 15% 20% 25% 30% 31.25% 35%

地方三公社向け

金融機関、第一種金融商品取引業者
－ － － 13,074

及び保険会社向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

国際開発銀行向け

地方公共団体金融機関向け

我が国の政府関係機関向け

－ － － － － －－ 1,001 － － － －

－

カバード・ボンド向け

法人等向け(特定貸付債権向けを含む)

－ － － － － －－ － － 901 － 1,001

－ －

中堅中小企業等向け及び個人向け

不動産関連向け

劣後債権及びその他資本性証券等

延滞等向け
－ －

－ － －

－

－ －

－
 (自己居住用不動産等向けを除く)

自己居住用不動産等向けエクスポー
－ － － － － －

－ － － － 41 －－ － － － － －

－

－ －

－
ジャーに係る延滞

株式会社地域経済活性化支援機構等
－ － － －

－ － － － － －

 による保証付
－ － － － － －－ －
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（単位：百万円）

－ － － － － － － － － － － － － － － 274

－ － － － － － － － － － － － － － － 12,135

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － 103

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － 700

第一種金融商品取引業者及び

保険会社向け

－ － － － － － － － － － － － － － － －

－ 200 － 9,315 － － － － － － － － － － － 23,945

特定貸付債権向け － － － － － － － － － － － － － － － －

－ 3,186 － － － － － － － － － － － － － 3,186

トランザクター向け － － － － － － － － － － － － － － － －

　 － 2,382 － － － － － － － － 519 － － － － 6,839

　 自己居住用不動産等向け － 2,382 － － － － － － － － － － － － － 4,515

賃貸用不動産向け － － － － － － － － － － － － － － － －

事業用不動産関連向け － － － － － － － － － － 519 － － － － 2,323

その他不動産関連向け － － － － － － － － － － － － － － － －

ＡＤＣ向け － － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － 4,409 － － － 4,409

取立未済手形 － － － － － － － － － － － － － － － －

信用保証協会等による保証付 － － － － － － － － － － － － － － － 1,162

株式等 － － － － － － － － － － － － 0 － － 0

合計 － 5,769 － 9,315 － － － － － － 519 5,262 0 － － 67,732

その他 合計

令和7年度

現金

我が国の中央政府及び中央銀行向け

外国の中央政府及び中央銀行向け

110% 112.5% 130% 150% 250% 400%

資産の額及び与信相当額の合計額(ＣＣＦ・信用リスク削減効果適用後)

70% 75% 80% 85% 90% 93.75% 100% 105%

地方三公社向け

金融機関、第一種金融商品取引業者
－ － － －

及び保険会社向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け

外国の中央政府等以外の公共部門向け

国際開発銀行向け

地方公共団体金融機関向け

我が国の政府関係機関向け

－ 601 － － － 14,677－ － － － － －

1,903

カバード・ボンド向け

法人等向け(特定貸付債権向けを含む)

－ － － － － －－ － － － － －

－ －

中堅中小企業等向け及び個人向け

不動産関連向け

劣後債権及びその他資本性証券等

延滞等向け
－ －

－ － －

－

－ －

293
 (自己居住用不動産等向けを除く)

自己居住用不動産等向けエクスポー
－ － － － － －

－ － － 251 － －－ － － － － －

－

－ －

－
ジャーに係る延滞

株式会社地域経済活性化支援機構等
－ － － －

－ － － － － －

 による保証付
－ － － － － －－ －
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(6) 業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等
（単位：百万円）

令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度

94 94 － － －
2 － － － －
96 94 － － －

(注) １．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

　　 ２．その他のサービスは個人（事業性）が該当します。

　　 ３．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

(7) リスク・ウェイト区分ごとのエクスポージャーの額等
（単位：百万円）

令和6年度

（単位：百万円）

令和7年度

(注) 「ＣＦＦの加重平均値（％）」とは、ＣＣＦを適用した後及び信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引のエクスポージャーの額を、

     ＣＣＦ・信用リスク削減手法適用前エクスポージャーのオフ・バランスの額に掲げる額で除して算出した値のことです。

　　　　

(1) リスク管理の方針及び手続の概要
　　信用リスク削減手法とは、組合が抱えている信用リスクを軽減化するための措置を言い、具体的には、預金担保、有価証券
　担保、不動産担保、保証、クレジット・デリバティブなどが該当します。当組合では、融資の取り上げに際し、資金使途、
  返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、様々な角度から可否の判断をしています。審査の結果、担保又は保証が
  必要な場合には、お客さまへの十分な説明とご理解をいただき、ご契約においては適切な取扱に努めています。
　　信用リスク削減手法として、適格担保として自組合預金積金、上場株式等があり「担保の種類および評価基準」・「保証の
　種類および評価基準」により、適切な事務取扱並びに適正な評価・管理を行っています。
　　また、お客さまが期限の利益を失われた場合には、全ての与信取引の範囲において、預金相殺等をする場合がありますが、
　各種約定書等に基づき、法的に有効である旨確認のうえ、適切な取扱に努めています。

(2) 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

(注) １．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

令和7年度 令和6年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度

項　　目

個別貸倒引当金

貸出金償却
期首残高 当期増加額

当期減少額
期末残高

目的使用 その他

令和6年度

94 94
2 － － － － 2 2

医 療 ・ 福 祉 － － － － －

96 96

告示で定める
リスク・ウェイ
ト区分（％）

ＣＦＦ・信用リスク削減効果適用前
ＣＦＦの加重平均値

（％)
資産の額及び与信相当額の合計額

（ＣＣＦ・信用リスク削減効果適用後)オン・バランス
資産項目

オフ・バランス
資産項目

合 計 2 － － － －

40%未満 33,137 － － 33,122
40%～70％ 15,730 － － 15,641

75% 5,175 － － 5,119
80% － － － －
85% 8,559 － － 8,480

90%～100％ 949 － － 949
105%～130％ － － － －

150% 5,568 － － 5,568
250% 0 － － 0
400% － － － －

1,250% － － － －
その他 － － － －

オフ・バランス
資産項目

40%未満 35,650 － － 35,643

合計 69,122 － － 68,883

告示で定める
リスク・ウェイ
ト区分（％）

ＣＦＦ・信用リスク削減効果適用前
ＣＦＦの加重平均値

（％)
資産の額及び与信相当額の合計額

（ＣＣＦ・信用リスク削減効果適用後)オン・バランス
資産項目

40%～70％ 11,320 － － 11,223
75% 5,866 － － 5,769
80% － － － －
85% 9,360 － － 9,315

90%～100％ － － － －
105%～130％ 519 － － 519

150% 5,262 － － 5,262
250% 0 － － 0
400% － － － －

1,250% － － － －
その他 － － － －
合計 67,979 － － 67,732

（単位：百万円）

２．上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保

証されたエクスポージャー）、第46条（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。

３．信用リスク削減手法に関する事項
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その他のサービス

令和7年度

　 信用リスク削減手法が適用された

　 エクスポージャー
2,265 2,309 － － － －

信用リスク削減手法 適格金融資産担保 保　　証 クレジット・デリバティブ

ポートフォリオ 令和6年度 令和7年度 令和6年度 令和7年度 令和6年度



該当事項はありません

該当事項はありません

(1) リスク管理の方針及び手続の概要
　　オペレーショナル・リスクを「事務リスク、システムリスク、法務リスク、風評リスク」と定義
　しています。当組合は、オペレーショナル・リスクによって損失を被るリスクに備えた自己資本の
　確保が必要であると考えています。
(2) オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法

　(ILM:1)を乗じて算出しております。

(1) リスク管理の方針及び手続の概要
　　出資等又は株式エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、全国信用協同組合連
　合会への出資金が該当します。
　　そのうち、上場株式にかかるリスクの認識については時価評価及びＶａＲ並びに株価変動幅(10%)、
　によるリスク計測によって把握するとともに、運用状況に応じてＡＬＭ委員会に諮り投資継続の是非
　を協議するなど、適切なリスク管理に努めています。取引にあたっては、当組合が定める、「資金運
　用規程」、「市場リスク管理規程」、「有価証券の運用方針」に基づいた厳格な運用・管理を行って
　います。非上場株式、出資金に関しても、適切に運用・管理を行っています。
　　なお、当該取引にかかる会計処理については、当組合が定める「有価証券の時価会計に係る規則」
　及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った適正な処理を行っています。

(2) 貸借対照表計上額及び時価等
（単位：百万円）

上 場 株 式 等

非 上 場 株 式 等

合 計

(注) 投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクス

　　 ポージャーについては、非上場株式等に含めて記載しています。

(3) 出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
（単位：百万円）

項 目

売 却 益

売 却 損

償 却

(注) 損益計算書における損益の額を記載しております。

(4) 貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額
（単位：百万円）

項 目

評 価 損 益

(注) 「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

(5) 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
（単位：百万円）

項 目

評 価 損 益

(注) 「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関連会社の評価損益です。

区　 分
令和6年度 令和7年度

貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価

－ － － －

266 266 266 266

266 266 266 266

令和6年度 令和7年度

当組合は標準的手法を採用しております。具体的には、当組合の事業規模を表す事業規模指数
(BI)に、事業規模の額に応じて定められた掛目(12%)を乗じて求めた値(BIC)に、内部損失乗数

－ －

令和6年度 令和7年度

－ －

令和6年度 令和7年度

－ －

－ －

－ －

４．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
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５．証券化エクスポージャーに関する事項

６．オペレーショナル・リスクに関する事項

７．出資等エクスポージャーに関する事項



(1) リスク管理の方針及び手続の概要

　　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、将来の収益性に対する影響

　を指しますが、当組合では、「資金運用規程」、「市場リスク管理規程」によりリスク管理を行っ

　ています。金利感応資産・負債を対象として金利リスクのモニタリング・分析を行っております。

　なお、金利リスク計測の頻度は四半期とし、理事会等経営陣へ報告を行うなどリスクコントロール

　に努めております。

(2) 金利リスク算定手法の概要

　　開示告示に基づく定量的開示の対象となる⊿EＶE（金利ショックに対する現在価値の減少額）

　及び⊿ＮＩＩ（金利ショックに対する期間収益の減少額）に関する事項は以下の通りです。

　①流動性預金への満期の割当て方法は、金融庁が定める保守的な前提を採用しており流動性預金の

　　うち一定額（ア.過去5年の最低残高、イ.過去5年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高、

　　ウ.現残高の50％相当額、以上ア～ウのうち最小の額を上限）をコア預金と認識しています（平均

　　満期2.5年）。流動性預金全体の満期については、平均満期が1.25年、最長3年の取引として金利

　　リスクを計測しています。 　

　②固定金利貸出（住宅ローン）の期限前返済および定期性預金の早期解約については、金融庁が定

　　める保守的な前提を用いています。

　③銀行勘定の金利リスク（IRRBB）算出にあたり、割引金利にスプレッドを考慮していません。

　④⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提や内部モデルは使用していません。

　⑤前事業年度末の開示からの変動に関して、⊿ＥＶＥの最大値は1,700百万円（前期末比△673百万円）

　　⊿ＮＩＩの最大値は100百万円（前期末比+51百万円）となりました。

　⑥自己資本の額や有価証券評価益を鑑みて、健全性については問題ありません。

　⑦統合的リスク管理ではVaRで計測される金利リスク量がリスク配賦資本の範囲内におさまっている

　　かどうかモニタリングし月次でＡＬＭ委員会、リスク管理委員会に報告しています。VaRは信頼区

　　間99.0％、保有期間6ヶ月としモンテカルロ法（預金・預け金・貸出金）、分散共分散法（有価証

　　券）にて算出しています。

（単位：百万円）

当組合の自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されております。
なお、当組合の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。

0

銀行勘定の金利リスク（IRRBB）
⊿EVE ⊿NII

前期末 当期末 前期末 当期末

1 上方パラレルシフト 2,373 1,672 49

2 下方パラレルシフト 0 0 0 100

3 スティープ化 2,300 1,700

4 フラット化

5 短期金利上昇

100

6 短期金利低下

7 最大値 2,373 1,700 49

前期末 当期末

8 自己資本の額 7,227 7,263

　発行主体 兵庫県医療信用組合
　資本調達手段の種類 普通出資
　コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 726百万円

８．金利リスクに関する事項

１．自己資本調達手段の概要

Ⅲ．定性的な開示事項
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S35.3 組合設立・新開地本通り藤田興業の３階で開設　組合員673名

西庵久楠氏が初代組合長に就任

S35.8 医療金融公庫委託業務取扱開始

S36.4 組合事務所を生田区楠町3丁目42番地2へ新築移転

S37.1 神戸市公金受入れ事務取扱開始・株式払込事務取扱開始

S38.1 兵庫県診療報酬支払基金の受入金融機関の指定を受ける

S39.3 尼崎支店開設（尼崎市東難波町2－5－30）

S40.6 姫路支店開設（姫路市東呉服町20）

S42.10 安本和夫氏が二代目の組合長に就任

S44.12 西宮支店開設（西宮市江上町3－40）

S47.11 渡邊一九氏が三代目の組合長に就任

S49.10 尼崎支店移転（尼崎市水堂町3－15－20）

S51.12 姫路支店移転（姫路市本町85－7）

S54.1 国民金融公庫の代理業務開始

S56.3 本店を中央区楠町3丁目4番15号へ新築移転

S59.5 中田富士男氏が四代目の組合長に就任

S62.5 信組共同センター加盟によるオンラインシステム取扱開始

H2.3 創立30周年記念式典開催

H2.11 田野良雄氏が五代目の組合長に就任

H5.11 濱西壽三郎氏が六代目の組合長に就任

H8.4 西宮支店移転（西宮市池田町13－2）

H11.6 長谷川茂氏が七代目の組合長に就任

H14.6 石戸　力氏が八代目の組合長に就任

H16.8 ホームページ開設

H17.6 橋本章男氏が九代目の組合長に就任

H20.6 瀧谷泰博氏が十代目の組合長に就任

H21.4 組合内ネットワークシステムの構築

H21.9 創立50周年記念式典開催

H22.6 竹政順三郎氏が十一代目の組合長に就任

H24.11 本店を現住所（中央区磯上通3－2－17）へ新築移転

H26.5 姫路支店移転（姫路市下寺町43　姫路商工会議所新館内）

H30.6 本庄昭氏が十二代目の理事長に就任

R2.3 創立60周年

R2.8 貸出金200億円達成

R2.9 組合員5,000名達成

R3.7 預金量800億円達成

R4.2 姫路支店移転（姫路市西今宿1-3-34　姫路市医師会館南館）

R5.9 貸出金300億円達成

R7.4 貸出金400億円達成

R8.6 八田昌樹氏が十三代目の理事長に就任

36

兵庫県医療信用組合のあゆみ



ページ ページ
ごあいさつ 1 43 貸出金業種別残高・構成比 ※ 22
〔概況・組織〕 44 預貸率（期末・期中平均） ※ 19

1 事業方針 2 45 代理貸付残高の内訳 22
2 事業の組織 ※ 5 〔有価証券に関する指標〕
3 役員一覧 ※ 5 46 商品有価証券の種類別平均残高 ※ 該当なし

4 会計監査人の氏名又は名称 ※ 該当なし 47 預証率（期末・期中平均） ※ 19
5 店舗一覧 ※ 6 48 有価証券の種類別平均残高 ※ 20
6 自動機器設置状況 6 49 有価証券種類別残存期間別残高 ※ 20
7 地区一覧 6 50 有価証券の評価 ※ 20
8 組合員数 6 51 有価証券の時価等情報 21

〔主要事業内容〕 〔経営管理体制に関する事項〕
9 主要な事業の内容 ※ 12～13 52 法令遵守の体制 ※ 8
10 信用組合の代理業者 ※ 該当なし 53 リスク管理体制 ※ 8～9

〔業務に関する事項〕 54 ※ 11
11 事業の概況 ※ 7 〔財産の状況〕
12 経常収益 ※ 7 55 ※ 14～18
13 経常利益 ※ 7 56 18
14 当期純利益 ※ 7 57 会計監査人による監査 ※ 18
15 出資総額、出資総口数 ※ 7 協金法開示債権(リスク管理債権)及び

16 純資産額 ※ 7 金融再生法開示債権の保全・引当状況

17 総資産額 ※ 7 (1) 破綻先債権
18 預金積金残高 ※ 7 (2) 延滞債権
19 貸出金残高 ※ 7 (3) ３ヶ月以上延滞債権
20 有価証券残高 ※ 7 (4) 貸出条件緩和債権
21 単体自己資本比率 ※ 7 59 ※ 19
22 出資配当金 ※ 7 60 貸出金償却の額 ※ 33
23 職員数 ※ 7 61 有価証券、金銭の信託等の評価 ※ 20

〔主要義務に関する指標〕
24 業務粗利益および業務粗利益率 ※ 19 62 ※ 24
25 業務純益 ※ 19 63 自己資本の充実度に関する事項 ※ 25
26 実質業務純益 ※ 19 信用リスクに関する事項（リスクウェイトの

コア業務純益およびコア業務 みなし計算が適用されるエクスポージャー及

純益(除く投資信託解約損益) び証券化エクスポージャーを除く）

資金運用収支・役務取引等収支 65 ※ 33
およびその他の業務収支
資金運用勘定・資金調達勘定の 取引相手のリスクに関する事項
平均残高等、利回り、総資金利鞘 67 ※ 34

30 受取利息、支払利息の増減 ※ 20 68 ※ 34
31 役務取引の状況 19 69 ※ 34
32 その他業務収益の内訳 19 70 金利リスクに関する事項 ※ 35
33 経費の内訳 19 71 自己資本調達手段の概要 35
34 総資産経常利益率 ※ 19 〔その他の業務〕
35 総資産当期純利益率 ※ 19 72 内国為替取扱実績 20

〔預金に関する指標〕 〔その他〕
36 預金種目別平均残高 ※ 20 73 沿革・歩み 36
37 預金者別預金残高 20 74 総代会について 3
38 定期預金種類別残高 ※ 20 75 報酬体系について 9

〔貸出金等に関する指標〕 〔地域貢献に関する事項〕
39 貸出金種類別平均残高 ※ 22 中小企業の経営改善及び地域の
40 貸出金金利区分別残高 ※ 22 活性化のための取組状況

担保種類別貸出金残高 77 経営者保証に関するガイドラインへの対応 ※ 10
及び債務保証見返額 78 お客さま本位の業務運営に関する基本方針 11

42 貸出金使途別残高 ※ 22

各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、※印は、「協同組合に
       よる金融事業に関する法律施行規則」で規定されております法定開示項目です。

項　　　　目 項　　　　目

58 ※ 23

64 ※ 26～33
27 ※ 19

66 ※ 34
29 ※ 19

41 ※ 22

28 ※ 19

76 ※ 10

37

苦情処理措置および紛争解決措置の内容

貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

信用リスク削減手法に関する事項

派生商品取引及び長期決済期間取引の

証券化エクスポージャーに関する事項

オペレーショナル・リスクに関する事項

出資等エクスポージャーに関する事項

〔自己資本比率規制に関する事項〕

貸倒引当金（期末残高・期中増減額）

自己資本の構成（自己資本比率明細）

索 引



兵庫県医療信用組合
医師・歯科医師・薬剤師専門の金融機関

本店営業部 尼崎支店 姫路支店 西宮支店

〒651-0086

神戸市中央区磯上通3丁目2番17号

TEL:(078)241-5201

FAX:(078)241-5210

〒661-0012

尼崎市南塚口町4丁目4番8号

ハーティ21内

TEL:(06)6426-6288

FAX:(06)6428-2777

〒670-0061

姫路市西今宿1丁目3番34号

姫路市医師会館南館内

TEL:(079)257-0177

FAX:(079)257-0178

〒662-0911

西宮市池田町13番2号

西宮医療会館内

TEL:(0798)36-1010

FAX:(0798)33-1484

https://www.hyoishin.co.jp/


